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序     文 
 

モンゴル国は1990年に市場経済化に向け舵を切り、近年ではプラスの経済成長を続けるまでに

なってきている。しかし、これら経済成長を支える経済基盤は、鉱物資源の価格高騰によるとこ

ろも大きく、経済成長の安定化のためには国内産業の育成及び市場経済化に資する政府及び民間

セクター部門での人材育成と経営能力向上が求められている。 

このような状況を踏まえ、JICAは援助重点分野のひとつとして「市場経済化を担う制度整備・

人材育成に対する支援」を掲げ、税務分野や経営環境改善に資する法整備の支援等を行っており、

モンゴル日本人材開発センタープロジェクトもこの重点分野に位置づけられている。 

2002年1月のプロジェクト開始以来、ビジネスコース、日本語コース、相互理解促進事業の3つ

を柱とした活動を展開しており、①モンゴル国の市場経済化の促進に資する人材の育成、②モン

ゴル国と日本国との両国の友好関係の促進、を目的とし、効果的かつ効率的な活動を行っている。 

今回、本プロジェクトの終了時評価を行うことを目的として、2006年6月に調査団を派遣し、モ

ンゴル国政府関係機関及びカウンターパート機関であるモンゴル国立総合大学との間で、これま

でのプロジェクトの進捗確認及び今後のプロジェクト実施の方向性について協議を行った。本報

告書は、同調査結果を取りまとめたものであり、本報告書の内容が今後のプロジェクトの展開や

類似プロジェクトに活用されることを願うものである。 

 
平成19年3月 

 
独立行政法人国際協力機構 

社会開発部長 岡崎 有二 
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評価調査結果要約表 
１．案件の概要 

国名：モンゴル国 案件名：モンゴル日本人材開発センタープロジェクト

分野：その他 援助形態：技術協力プロジェクト 

所轄部署：社会開発部第一グループ 協力金額（評価時点）：約7億8,000万円 

日本センターチーム  

先方関係機関：教育省、モンゴル国立総合大学 

日本側協力機関：独立行政法人国際交流基金 協力期間 

（R/D）：2002年1月22日～2007年
1月21日 

（E/N）（無償）2000年1月12日 他の関連協力： 

１－１ 協力の背景と概要 
モンゴル国（以下、「モンゴル」と記す）経済は、1990年に民主化と同時に市場経済システムを導
入し、一貫して両路線を維持している。市場経済を導入した当初は、旧ソ連の崩壊に伴って従来の

貿易市場を失ったため、1990年から1993年にかけて実質GDPは落ち込み、300％を超えるインフレも
発生するなどマイナス成長に陥った。このため、モンゴル政府は1992年以降にIMFの構造調整融資
を受け入れ、小さな政府をめざして、行政改革や財政支出の大幅削減、金融の引き締めなどの措置

を実施した。 
わが国は、モンゴルの市場経済化を支援するため、これまで経済政策や産業政策、税制改革など

主として政策面・マクロ面での協力を進めてきた。他方、モンゴルの経済体制の市場経済化への移

行のなかで、近年では実体経済を支える民間の人材や、制度面からこれらを支える行政官の育成が

急務となっている。 
一方、わが国では、市場経済化を支える実務人材を育成するとともに「日本の顔のみえる協力」

を実現する拠点として「日本人材開発センター」をアジアの市場経済化移行国を対象として設立さ

せることを構想しており、上記背景をもつモンゴルにおいてもその設立を視野に1998年プロジェク
ト形成調査団が派遣された。 
この結果、モンゴルの市場経済化の促進に資する人材の育成及び日本とモンゴル両国の相互理解

の促進を目標として、モンゴル日本人材開発センタープロジェクト（「モンゴル日本センター」）が

2002年1月22日よりプロジェクト方式技術協力（現「技術協力プロジェクト」）として開始された。
2003年3月には日本政府による無償資金協力にて「モンゴル日本センター」施設が完成し、ビジネス
コースや日本語コース、相互理解促進事業等の活動が本格的に開始された。 
 
１－２ 協力内容 
モンゴルの市場経済化を担う人材の育成及び日モの相互理解促進をめざし、ビジネスコース、日

本語コース、相互理解促進事業等の活動を行う。 
    
（1）上位目標 
① モンゴルの社会経済開発が加速化する。 
② モンゴルと日本との相互理解及び友好関係が強化される。 
 

（2）プロジェクト目標 
① モンゴルの市場経済化に資する人材の育成に寄与する。 
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② 情報提供及び各種事業等を通じ、モンゴルと日本両国民の相互理解促進に寄与する。 
 
（3）成果 
① モンゴル日本センターが効率的かつ効果的に運営され、一般市民に対して広く開かれたも

のとなる。 
② 市場経済化に資する実践的な知識や技能を提供するビジネスコースが継続的に実施され

る。また、ビジネスコース運営が徐々に現地化される。 
③ 一般市民、専門家、日本語教師等を対象として現地のニーズに即した日本語コースが継続

的に実施される。また日本語コース運営が徐々に現地化される。 
④ 日本の経済、社会、文化に関する出版物や視聴覚機材が提供される。また、モンゴル日本

センターが相互理解促進の場として活用される。 
 

（4）投入（評価時点） 
① 日本側：総投入額：約7億8,000万円 

長期専門家派遣 6名 短期専門家派遣 32名 
本邦研修 22名 
機材供与 1億500万円 現地業務費負担 7,800万円 

② 相手国側： 
カウンターパート配置 1名 
土地・施設提供 （センター敷地及び駐車場）  運営費（光熱費や通信費） 

２．評価調査団の概要 

調査者 団長・総括： 立原佳和 JICA社会開発部日本センターチーム長 
ビジネスコース評価：三宅展子 コンサルタント（CDCインターナショナル） 
ITコース評価： 井出博之 JICA国際協力専門員 
日本語コース評価： 免田征子 国際交流基金日本語事業部派遣・助成課 
日本語教育： 坪山由美子 国際交流基金日本語国際センター 
企画評価： 矢向禎人 JICA社会開発部 日本センターチーム 

調査期間 2006年6月14日～2006年7月2日 評価種類：終了時評価 

３．評価結果の概要 

３－１ 実績の確認 
本プロジェクトには5年間で6名の長期専門家並びに32名の短期専門家が派遣され、現地ニーズに
応じたビジネスコースや日本語コースの設計を行ったうえで、カウンターパートへのコース運営に

係る指導を行った。ビジネスコースは、モンゴルの市場経済化に資する人材の育成を図るため、民

間人材を対象とした「中小企業診断・指導コース」「起業家支援セミナー」「若手オーナーのための

ビジネス実践セミナー」の定期コースと、不定期に行われる短期セミナー及び地方セミナーによっ

て構成されており、現在まで「中小企業診断・指導コース」（4回開催163名が修了）、「起業家支援セ
ミナー」（5回開催117名が修了）、「若手オーナーのためのビジネス実践セミナー」（1回開催28名が
修了）のほか、各種短期セミナー11回、地方セミナー8回を開催している。日本語コースは2002年1
月に開始した「ビジネス日本語」「映画で学ぶ日本語」「月例日本語テスト」に始まり、2005年度ま
でに18コースの日本語講座を実施しており、延べ6,901名の参加者を得た。また、2002年以来、異文



iii 

化体験講座や定期映画会、日本センターフォーラムなど、日本とモンゴルとの相互理解の促進に資

するイベントを153回にわたって開催し、延べ1万2,031名の参加を得た。 
これらの活動実績から、指標の数値目標は定められていないものの、各成果及びプロジェクト目

標が、満足できるレベルで達成されていると判断される。 
 

３－２ 評価結果の要約 
（1）妥当性 

プロジェクト目標のひとつである『モンゴルの市場経済化に資する人材育成に対し中心的な

役割を担う』に対し、ターゲットグループ選定及び両国の政策との妥当性の観点から評価を行

った。モンゴル政府の中期的な主要開発戦略として、2000～2004年を対象とした「政府行動計
画」と「人間の安全保障のためのグッドガバナンス」、さらに政府行動計画を実施するための「経

済成長と貧困削減」（Economic Growth Strategy and Poverty Reduction Strategy：EGSPRS）がある。
これらの政策においては、マクロ経済の安定と民間セクターの振興は、経済成長と貧困削減の

最重要課題として取り扱われている。本プロジェクトは、モンゴルの市場経済化に資する人材

の育成に重要な役割を担うことをプロジェクト目標のひとつとしており、モンゴルの経済及び

政府開発戦略に照らし合わせ、妥当なものであったということができる。また、モンゴル全企

業数の96％が49名以下の小規模企業であることを考慮すると、中小企業のビジネス人材育成は、
モンゴルの経済成長にとって重要な役割を担うものであり、ターゲットグループの選定は妥当

である。 
本プロジェクトのもうひとつのプロジェクト目標である「さまざまな事業を通じ、両国民の

相互理解を促進する」は、両国政府が1998年に「日本国とモンゴル国との間の友好と協力に関
する共同声明」を発表し、右声明において目標として確認した「総合的パートナーシップ」促

進活動のひとつとして位置づけられ妥当性があると評価できる。 
 
（2）有効性 

アンケート調査、聞き取り調査、現場視察を通じ、受講者の研修コースに対する反応はおお

むね良好であった。特に「中小企業診断・指導コース」の受講生のなかには、研修内容を自社

の業務改善に役立て、売上や生産効率の向上に直接的な効果が現れている企業も多数見受けら

れる。今回の調査結果による推計において、ウランバートル市内の約6％の中小企業がビジネス
コースを受講した計算となる。これらの結果から、ビジネスコースを通じ、市場経済化を促進

する人材の育成というプロジェクト目標の達成につながったといえる。 
また、日本語コースについても、①独自に開発した教材が分かりやすいこと、②他の日本語

研修機関と異なり、ビジネスコースやITコースなどとの連携があり、より実践的な内容となっ
ており受講生の高い評価を得ている。このため、受講希望者は多く、常にクラス定員が満たさ

れた状態である。またラジオ講座がセンターのウェブ・サイトにストリーミングされてからは、

アクセス数が増大している。これらの結果から、日本語コースについても、日モの相互理解促

進という目標達成に対し、有効な成果を上げているといえる。 
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（3）効率性 
運営面に関しては、ローカルスタッフの運営・管理能力は、OJT及び本邦での研修によって、
徐々に強化されてきている。特に本邦での研修は、各々のニーズに見合うように構成された内

容となっており、相互理解促進事業や図書室管理に関してはローカルスタッフ中心による企

画・運営が可能になりつつある。 
ビジネスコースの運営体制については、（ビジネスコース運営・管理専門家）が2003年8月～

2004年8月（12MM）派遣されたが、それ以外の期間は実質的にはモンゴル日本センター所長と、
ビジネスコース主任を中心とするローカルスタッフ（延べ4名）によって行われてきた（コース
講師については、講義ごとに短期専門家等が派遣されている）。少ない人員体制であるが、モン

ゴル日本センターは、投入コストの高い日本人専門家を活用すべきところを見極め、限りある

資源を効率的に活用している。 
例えば「中小企業診断・指導コース」は日本人専門家を講師に迎えているが、短期専門家の

滞在期間を有効利用し、講義以外にも、個別相談／企業訪問による企業診断・指導、地方講演、

分野別セミナーの開催などを実施している。また可能な限り、現地コンサルタント等ローカル

人材を登用し、コストの削減に努力している。現地コンサルタントを傭上する場合は、プロポ

ーザルの提出を求め、内容を吟味したうえで実施を委託し、実施に際しても、日本センターの

モンゴル人担当者が講義に参加しモニタリングを行うほか、講義終了後は受講者にアンケート

を記入させ、改善すべき点をコンサルタントに求め、講義の質の担保にも配慮している。 
ただし、モンゴル日本センターをビジネスコースのサービス・プロバイダーのひとつとして

みると、「中小企業診断・指導コース（半年コース）」が年1回（毎月1週間ずつ6カ月間）、「起業
家セミナー」は年2回（各2週間）、「若手オーナーのためのビジネス実践セミナー」は年1回実施
（2週間）、短期セミナー年平均3～4件は、開講回数が決して多いとはいえない。しかし、モン
ゴル日本センターの運営予算・人員・教室数が限られたものであり、その制約のなかで開講回

数及び受講生数を増やしていくことが難しかったことも確かである。 
日本語コースについては、資源の活用の観点では、派遣専門家は、コース開発・企画・運営、

また、教材開発、教授指導を行い、現地スタッフ教師への技術移転の主導的役割を効率的に実

施しているといえる。また、留学情報提供、ITやビジネス分野のセンター専門家との協働、日
本語コースでの映像利用など、モンゴル日本センターがもつ情報・人的リソースの有効活用を

しており、同センターの優位性を十分生かしている。さらに、「ラジオ日本語講座」においては、

マスメディア、出版、インターネット等の複数の現地ツールを利用して、日本語学習機会を与

えている。結果、地理的、時間的制約のない学習を可能にし、これまでモンゴル日本センター

来訪者のみに提供されていた学習機会を全モンゴルに広げており、少ない人数において効率的

な活動を行っているといえる。 
 
（4）インパクト 

ビジネスコースは、プロジェクト目標以外に多くのインパクトを発現させている。第一点は、

「日本的経営」を学び、会社経営に関する受講者の意識に大きな影響を与えたことである。特

に、「人（従業員）は育成するもの」「人を大切にし、チームワークを強化せねば生産性の向上

につながらない」などという経営哲学が、受講者に大きな影響を与えている。また、内容を実

践した元受講生の多くの企業で、生産性が向上し、売上の増加に成功している。彼らは、この
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意識改革がコースに参加できて最も良かった点であるとし、従業員や家族（自分の子どもたち）

にも浸透させていきたいと述べた。 
第二点目は、「中小企業診断・指導コース」の2期生を中心に「カイゼン協会」が組織された

ことである。協会設立の目的は、①講義で受けた内容を業務に活用するため、同期生同士で学

び合う場を設けること、②研修の機会がない地方の人たちに、学習内容を伝えていくこと、で

あった。実際カイゼン協会のメンバーが、おのおのの企業を訪問し、改善点を指摘し合う活動

を行っているほか、カイゼン協会のメンバーが商工会議所の研修に講師として招かれ、「5Ｓ改
善活動」について講演したこともある。またカイゼン協会の働きかけで、日本人専門家がダル

ハンなどの地方で短期セミナーを実施し、地方で活動する経営者の知識向上に貢献した。 
第三点目として、モンゴル日本センターをモデルとして、他国が自国のセンターを文化セン

ター型から技術協力を内含したセンター型へ形式を変えてきていることが挙げられる。これは、

モンゴル日本センターの事業が他国からも評価されていることにほかならず、他の類似センタ

ーではみられないインパクトである。 
最後に、ITコースの修了生のなかには、既に日本向けのソフトウェア開発の仕事に従事して
いる者も多く、モンゴルITC庁の政策の変更にも大きな影響を与えていることが挙げられる。
日本語コースについても、質の高いコースを継続的に実施した結果、直接の受益者以外から

も日本語教育機関としての高い信頼を得るようになった。具体例として、ウランバートル市内

のある大学では、大学所属の日本語教師がモンゴル日本センターの非常勤講師として採用され

ること自体が当該大学講師の優秀さを表すと受け止められているほど、同センターの評価が高

い。また、ある大学の講師は、所属大学の主任からモンゴル日本センターの教育実習コースを

受講するように勧められている。 
また、これまで1万2,000人以上の人々が、モンゴル日本センターが開催する相互理解促進活

動に参加している。今回の調査では、これらの活動を通じて日本への理解が深まったとの意見

が多く聞かれた。モンゴル日本センターの相互理解促進事業では、各種の情報提供や「日本セ

ンター・フォーラム」などのセミナーを通じ、日本の伝統・文化に対する理解の促進や、現代

日本のさまざまな情報をモンゴルの人々に向けて発信している。 
これらのことから、モンゴル日本センターがモンゴル－日本両国間の相互理解促進の拠点と

なりつつあると評価できる。 
 
（5）自立発展性 

1）組織面 
モンゴル日本センターは、モンゴル国立総合大学の一付属機関と位置づけられており、多く

の市民や学生に利用される組織として高い知名度を獲得している。また、ビジネスコースは、

日本人所長の下、実質的にモンゴル人スタッフによって運営されており、ある程度現地化され

ているともいえる。ただしスタッフの就業期間は、ビジネスコースだけではなくモンゴル日本

センター全体において概して短く、センター全ローカルスタッフ（副所長は含まない）の平均

就業期間は2年に過ぎない。ビジネスコース運営スタッフの就業期間は平均2年2カ月だが、実
態としてはコース主任が3年9カ月間勤務した一方で、主任を除いた平均就業期間は1年8カ月と
短い。そのコース主任も、日本への留学を機に2006年6月中旬に退職している。このため、組
織運営に関する経験やノウハウがモンゴル日本センターに蓄積されにくい構造になっており、
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中長期的な人材育成・採用計画の策定や、前任・後任者の引き継ぎ期間を長く設定するなどの

対応を行うなど、組織体制の強化を図る必要がある。 
    

2）財政面 
モンゴル日本センターのようなプログラムでは、費用回収率の低さが課題となっている。主

な要因となっているのは、日本人専門家の派遣経費が高いことであるが、それを除いたとして

も、モンゴル日本センターの費用回収率は25～30％ほどである。これは、現状モンゴル日本セ
ンターが上げている主たる収益（歳入）源は受講料であるが、社会貢献の観点から料金を比較

的低額に抑えているためである。 
今後モンゴル日本センターの自立発展性を向上させていくために、より効果的に収入を確保

していくようコース運営上のさまざまな工夫を行っていく必要がある。 
    

3）技術面 
講師の現地化度合いについては、ビジネスコースの主要3コースのうち「起業家支援セミナ
ー」「若手オーナーのための経営実践セミナー」は、ローカル･コンサルタントに実施を委託し

ており、既にコース実施の現地化が行われている。しかし「中小企業診断・指導コース」は、

「日本的経営」を実践的に指導することを目的としているため、モンゴル人のなかで講師を探

すことは難しく、今後もしばらくの間、日本人専門家の派遣が必要となろう。自己の自立発展

を見据え、徐々に講師を現地化できるよう、人材の発掘及び育成を強化すると同時に、広く講

師人材の育成を実施し、モンゴル全体の講師の質の向上に貢献していく必要がある。 
日本語教育実習コース受講者から毎年数名非常勤講師を採用しており、現地講師が育ちつつ

ある。特に、人材登用システムを活用することで人材育成の効果は現れている。現講師陣（計

7名）は、専門家（1名）を除き、コース修了者となっている。しかしながら、現在の現地講師
数は充分とはいえず、留学等による講師の離職も考えられる。現地スタッフがモンゴル日本セ

ンターで業務に就くことのインセンティブを高める方策として、日本語コース担当者が毎週行

っているミーティング、協働の教材開発などの場を提供することによりおのおのの発意がコー

ス運営に反映できることが挙げられる。教材についても、一定の水準で授業を行うための教材

が既に整備されており、今後も継続して現地講師の育成及び現地スタッフによる運営体制の強

化を促進していく必要がある。さらに、コース開発やコースデザイン作成を行う際には、現状

では日本人専門家の主導が必要である。 
総体的には、モンゴル日本センター現地職員の運営管理能力は徐々に向上してきており、今

後は、センター運営・管理面における現地職員の将来的な役割をかんがみた人材育成計画の策

定やモンゴルの他の関連機関との連携を図ることで、技術面での自立発展性が高まると考えら

れる。 
 
３－３ 効果発現に貢献した要因 
（1）計画内容に関すること 

ターゲットグループのニーズとモンゴル日本センターが提供するコースの内容が合致したこ

とが、ビジネスコースを通じた人材育成に効果を挙げた大きな要因として挙げられる。特に3
年目から業種別のクラス編成とし、サービス業者へ門戸を開いたことは、折しもモンゴル全体
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でサービス業が発展してきている時期に重なり、ニーズが高まった時期であった。 
モンゴル日本センターのビジネスコースは、日本的経営という独自のテーマによって、他のビ

ジネスコース・セミナーや大学機関が提供するMBAコースとも差別化した。講義内容についても、
「売れるか、作れるか、儲かるか」という経営3原則を踏まえ、「日本型経営（5S改善）」「生産管
理」「店舗管理」「労務管理」「マーケティング」「原価管理・品質管理」「財務管理」という経営

の基礎を、非常に実践的に指導したことが、受講生のニーズに合致しており、各受講生の経営改

善に効果的であった。また講師として現役中小企業診断士を迎え、講義の合間には、個別指導及

び企業訪問による企業診断・指導も行うことで、知識の定着と実践への活用を促進し得た。 

次に受講生の質が非常に高く、講義に積極的に参加しただけではなく、学習内容を自社の経

営改善に実践していることが挙げられる。これは、受講生である中小企業経営者が、自社の発

展のための知識向上の必要性を実感し、このようなビジネスコースへの参加を渇望していたこ

とも背景にある。講義修了後、優秀者に対し日本研修の機会を提供したことは、講義参加への

大きなモチベーションとなった。また6カ月間の「中小企業診断・指導コース」で生まれた受講
生間の人的ネットワークは、修了後も講義内容の復習やビジネスの場で役立っているだけでは

なく、周囲の人々へモンゴル日本センターのビジネスコースを紹介するなど、同センターのビ

ジネスコースの高い質を保つことに貢献している。 
 
（2）実施プロセスに関すること 

本プロジェクトでは、各活動（ビジネスコース、日本語コース、コンピュータコース、相互

理解促進事業）の運営を担うローカルスタッフの人材に恵まれた。特にビジネスコース主任は、

大学で財務を専攻していたことから、ビジネスコースの講義内容について理解しており、円滑

な運営に貢献した。また元受講生から評価が高かったのは、通訳である。今回インタビューを

した元受講生は、商工会議所主催のドイツ人講師による講義に参加した際、通訳の質が悪かっ

たため内容が全く理解できなかったと話していた。このように、外国人講師による講義は通訳

の能力でその成果が大きく左右されてしまうことから、モンゴル日本センタービジネスコース

が質の高い通訳に恵まれたことは、効果発現につながった要因のひとつであるといえる。 
 
３－４ 問題点及び問題を惹起した要因 
プロジェクト目標を阻害するような大きな要因はない。ただし改善すべき点としては、当初決め

た教科・内容が、4年間ほとんど見直されていないことである。これは、前述したように、「コース・
マネージャー」の不在期間が長く、コースの方向性や短・長期戦略を策定する人員がいなかったこ

とが主な原因であるが、モニタリング・システムが脆弱で、コース改善に係る意見や提案の吸い上

げや、モンゴル経済・社会のなかでのコースの位置づけ等が充分なされていないことも大きかった

と思われる。 
 
３－５ 結論 
３－２に述べたとおり、モンゴルの市場経済化に資する人材を育成する及びモンゴルと日本の相

互理解の促進、という本プロジェクトの目標は、内容及びターゲットが妥当性の高いものであり、

また、実践面に力点を置いたビジネスコース、ラジオ講座もある日本語コース、さまざまな交流イ

ベントを行ってきた相互理解促進事業を通じて、効率的・効果的に達成されつつあることが確認さ
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れた。 
特にビジネスコースに関しては、修了生がコースで学んだことを自社の経営に生かして業績を大

幅に向上させたケースが多数みられているほか（インタビューした経営者の8割以上）、修了生が「カ
イゼン協会」を設立して「日本的経営」を自分たちで普及していることなど、さまざまなインパク

トが生まれている。また、日本紹介の資料を備えた図書館があり、かつ日本文化を題材とした交流

イベントを実施してきたことなどから、訪問者は既に40万人を超えており、モンゴル日本センター
は日本理解者を確実に増やしてきている。 
一方で、モンゴルビジネス界のニーズは多様化・高度化しており、日本に関する情報ニーズも高

まっているなど、モンゴル日本センターへの期待は更に大きくなっている。モンゴル日本センター

は既にモンゴルにおける「日本の顔」としての地位を築いているものの、これらのニーズ、期待に

応えていくためにも、これまでの活動で得た教訓を反映させながら、一層の発展をさせていくべき

と考える。また、自立発展性については、組織面・財政面・技術面ともに課題がある。以上の点か

ら、本プロジェクトは目標の趣旨に照らし、第1フェーズの成果を発展的に拡大していくためのフェ
ーズ2の実施が必要と思料される。 
 
３－６ 提言（当該プロジェクトに関する具体的な措置、提案、助言） 
プロジェクト終了に向け、プロジェクト実施機関及び専門家に対し、以下の対応を提言する。 
    
（1）センター運営 

1）プロジェクトの年間計画策定並びにモニタリング 
ビジネスコース・セミナーの参加者からは、事前に年間計画を知らせてほしいとの要望が

寄せられており応えるためにも、コース・セミナーの詳細な年間計画を策定し周知すること

は重要である。また、コースの継続的改善のために、活動の進捗モニタリングをしていくこ

とが不可欠である。 
    

2）受講料収入の活用 
現在、受講料収入の大半を貯蓄しているが、将来的なモンゴル日本センターの自立運営を

考慮した場合、収入増加をめざした収入源の開拓を行うとともに、現在の収入を運営経費の

一部に充当し、運営経費に占める自立採算性を高めていくべきと考えられる。また、ビジネ

スコースやITコース、観光コース等の実施コース数の増加に伴い、モンゴル日本センターの
収入も徐々にではあるものの増加していることから、受講料収入の取り扱いについても再度

検討を行う必要があると考える。 
 
（2）ビジネスコース 

1）コースデザイン 
これまでみてきたように、モンゴル日本センターのビジネスコースは、多くの受講生の経

営意識を改革し、売上や生産効率の向上という直接的な効果を既に発現させていることから、

大変有効性が高いものであったといえる。この成功要因は、ターゲットグループ設定の妥当

性の高さ、「日本的経営」という独自のテーマ、あくまでも「実践」にこだわった講義内容と

指導方法であった。今後ビジネスコースの内容を検討する際も、これらの点を踏襲したうえ
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で、コースデザインを検討すべきである。 
 

2）モニタリング・システム 
モンゴル日本センターのモニタリング・システムは充分に整備されているとはいえない。

まずは、モニタリング体制（目的の明確化、担当者及び責任者の任命等）を整備し、モニタ

リング・システム（フィードバック方法の整備、年間活動計画の策定等）の強化を図ってい

く必要がある。そのうえで、モニタリングの目的に従って、現状あるモニタリング・ツール

（コース終了後のアンケート、ローカルスタッフによる授業内容のモニタリング等）につい

て、効率的・効果的にモニタリングができるよう内容を見直すべきである。 
 

3）受講後のフォローアップの充実 
多くの受講生から、モンゴル日本センターに受講後のフォローアップ方法を改善してもら

いたいとの期待が寄せられている。対応策として、上級コースの新設、各種コースの講義の

様子を録画・閲覧できるようにすること、その他が考えられる。 
 

4）他ビジネスコース・プロバイダーとの連携 
商工会議所、MONEF（Mongolian Employers’ Federation）、大学（MBAコース）等、他の

ビジネスコース・プロバイダーとの間で、お互いに実施しているコース・セミナーについて

の情報交換や、講師の研修（TOT）や実践講座等、お互いの強みを補完し合える可能性があ
る。 

 
5）広報活動の拡大 
「中小企業診断・指導コース」の参加者の7～8割が、知人・元受講生からの紹介であるこ
とが分かった。モンゴル日本センタービジネスコースを必要とする人々に情報がいきわたっ

ていない可能性が懸念されるため、新聞以外の媒体の活用も視野に入れ、広報戦略を検討す

る必要がある。 
 

6）人材と収入の確保 
人材については、ローカルスタッフ及び講師の双方に関し安定的な確保が必要である。モ

ンゴル日本センターのビジネスコースをこれまでどおり実施していくためには、人材発掘を

視野に入れたTOTコースの新設や、講師育成のための本邦研修の実施など、人材育成の長期
戦略を早期に検討していく必要があろう。 
収入に関しては、コースの多様化によるコース数の増加と授業料の値上げ、ローカル人材

の活用、教科書・副教材の販売など他の方法が考えられる。 
 
（3）日本語コース 

1）現地講師の発掘・育成 
現在の現地講師数は充分とはいえず、講師の留学等を理由にした退職などもあり得ること

から、今後のさまざまな外的要因に対処するためには、コースの教授・運営に携われる現地

講師の層を厚くしていく必要がある。 



x 

2）新規コースのデザイン・開発を行う人材の育成 
引き続き質の高い教育を提供できる教師を育成するだけでなく、さらにコース開発やコー

スデザイン作成に寄与できる能力をもつ講師を育成し、コース開発やコースデザイン、人材

養成を派遣専門家に代わってできるインストラクターとなり得る講師を確保していく必要が

ある。 
 
（4）相互理解促進事業 

これまで、モンゴルの人々に向けて日本の情報を発信することに力を入れてきた。しかしな

がら両国の相互理解を進めるためには、双方向の情報発信が必要であり、モンゴル在留邦人を

対象にした事業等の実施や、モンゴル在留邦人とモンゴル人との交流の場を設けるなどの活動

を今後検討すべきと考える 
 
３－７ 教訓（当該プロジェクトから導き出された他の類似プロジェクトの発掘・形成、実施、運

営管理に参考となる事柄） 
モンゴル日本センタービジネスコースは、モンゴルにおけるビジネス環境や企業規模等に適した

コースを提供し高い評価を得たが、これは、コース内容及びレベルが現地ニーズに合致したことが

その要因である。他方、ビジネスコース開始後のモニタリング及びその結果のフィードバックが充

分に行われていない点があったことから、コース設計に際しては、コース実施後のモニタリングも

含めた計画を立案することがその後の効果的なコース運営において重要であると考える。 
こういった点は、他の類似プロジェクト、特に他の国で実施中の日本センター案件において、教

訓となる。 
 

 



－1－ 

第１章 終了時評価の概要 
 
１－１ 調査背景及び目的 
モンゴル経済は、1990年に民主化と同時に市場経済システムを導入し、一貫して両路線を維持

している。市場経済を導入した当初は、旧ソ連の崩壊に伴って従来の貿易市場を失ったため、1990
年から1993年にかけて実質GDPは落ち込み、300％を超えるインフレも発生するなどマイナス成長
に陥った。このため、モンゴル政府は1992年以降にIMFの構造調整融資を受け入れ、小さな政府を
めざして、行政改革や財政支出の大幅削減、金融の引き締めなどの措置を実施した。 
わが国は、モンゴルの市場経済化を支援するため、これまで経済政策や産業政策、税制改革な

ど主として政策面・マクロ面での協力を進めてきた。他方、モンゴルの経済体制の市場経済化へ

の移行のなかで、近年では実体経済を支える民間の人材や、制度面からこれらを支える行政官の

育成が急務となっている。 
一方、わが国では、市場経済化を支える実務人材を育成するとともに、「日本の顔のみえる協力」

を実現する拠点として「日本人材開発センター」をアジアの市場経済化移行国を対象として設立

させることを構想しており、上記背景をもつモンゴルにおいてもその設立を視野に1998年にプロ
ジェクト形成調査団が派遣された。 
この結果、モンゴルの市場経済化の促進に資する人材の育成及び日本とモンゴル両国の相互理

解の促進を目標として、モンゴル日本人材開発センタープロジェクト（「モンゴル日本センター」）

が2002年1月22日よりプロジェクト方式技術協力（現「技術協力プロジェクト」）として開始され
た。2003年3月には日本政府による無償資金協力にて「モンゴル日本センター」施設が完成し、ビ
ジネスコースや日本語コース、相互理解促進事業等の活動が本格的に開始された。 

2004年1月には、中間評価調査団が派遣され、プロジェクト実施2年経過時における活動実績及
びプロジェクト成果を調査し、今後の計画について提言を行っている。 
今回、2007年1月21日にてモンゴル日本センターの5年間の協力期間を終了することから、これ

までのプロジェクト活動実績及び成果を確認し、評価内容及び成果をモンゴル側と合意を得ると

ともに、今後のプロジェクトを継続する必要性について提言を行うことを目的とした調査団を派

遣することとなった。 
 
１－２ 調査団構成 

担当分野 氏 名 所 属 

総括/団長 立原 佳和 
独立行政法人国際協力機構社会開発部日本センターチーム
長 

ビジネスコース評価 三宅 展子 コンサルタント（CDCインターナショナル） 

ITコース評価 井出 博之 独立行政法人国際協力機構国際協力専門員 

日本語教育 坪山 由美子 独立行政法人国際交流基金日本語国際センター 

日本語コース評価 免田 征子 独立行政法人国際交流基金日本語事業部派遣・助成課 

企画評価 矢向 禎人 独立行政法人国際協力機構社会開発部日本センターチーム
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第２章 プロジェクトの実績に関する調査結果 
 
２－１ 日本側投入実績 

2006年3月までの投入実績は以下のとおり。 
    
（1）専門家派遣 

長期専門家は合計6名（172M/M）、短期専門家は計32名（19M/M）がそれぞれ派遣された。
長期専門家は所長、業務調整（IT業務調整を含む）に加え、ビジネス、日本語各コースに派
遣され、短期専門家はビジネスコースへ派遣された。 

 
表－１ 日本人専門家派遣実績（2002年1月～2006年3月末） 

計6名、172.66M/M 

長期専門家 

所長 
業務調整 
IT業務調整員 
日本語教育専門家 
ビジネスコース運営指導専門家 

1名、49.1M/M 
2名、51.13M/M 
1名、12.93M/M 
1名、47.5M/M 
1名、12M/M 

延べ32名、19.47M/M 
短期専門家 ビジネスコース 

法整備支援 
30名、18.87M/M 
2名、0.6M/M 

 
（2）研修員受け入れ 

実施機関であるモンゴル国立総合大学の教員やモンゴル日本センターナショナルスタッフ

を「カウンターパート研修」にて毎年受け入れている。また、ビジネスコース（中小企業診

断・指導コース）の受講者のなかから、成績が優秀でかつ今後のモンゴル経済において中核

となり得る人材を毎年4名程度日本に招き、日本的経営等の技術が実際にどのように企業経営
の現場で活用されているのかといった現場視察、日本の経営者との意見交換等を行っている。 

 
表－２ 研修員受入れ実績 

 2002年度 2003年度 2004年度 2005年度 

スタッフ研修 5 2 2 2 

ビジネスコース研修 － 
3 
 

4 4 

合計 5 5 6 6 

 
（3）機材供与（携行機材費も含む） 

コンピュータ、カラーコピー機、プリンター、ファクス機、書籍などを購入しており、2005
年度までに1億528万4,468円を負担している。 
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（4）現地業務費 
2005年度までに69万7,980.35ドルを負担している。 

 
（5）施設の供与 

2002年3月に無償資金協力によるモンゴル日本センター施設が完工し、モンゴル側に引き渡
された。 

 
２－２ モンゴル側投入実績 
（1）カウンターパートの配置 

モンゴル国立総合大学からは協議議事録（R/D）に基づき、カウンターパートとして副所長
が配置されており、モンゴル国立総合大学との連絡・調整を主に担当している。 

 
（2）運営コストの負担 

モンゴル日本センターの光熱水料の全額を負担しているほか、清掃スタッフの保険料も負

担している。さらに、モンゴル日本センターの施設等の故障が発生した際、モンゴル国立総

合大学が傭上している技術スタッフの無償提供を得ている（修理に必要な資材費などの実費

はJICA負担）。なお、光熱水料の金額については、モンゴル国立総合大学の他施設と合算にな
っておりモンゴル日本センター分としての算出はできない。 
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第３章 各コースの実績 
 
３－１ ビジネスコース 
（1）ニーズ調査の実施 

これまでにビジネスコースに関するニーズ調査は、ビジネスコースのベースデザインを策定す

るために実施された2002年の運営指導調査団と、観光コースの新設を検討するために実施された
2005年の運営指導調査団の2回実施されている。 

    
1）2002年5月運営指導調査団 

2002年5月に運営指導調査団（小林好佐氏）によって実施されたニーズ調査は、同年10月から
開講されるビジネスコースの講座構成及び指導内容を決定するため、①モンゴルの中小企業経営

の現状と課題、②他の類似機関のビジネスコースの現状を調査し、モンゴル日本センターのビジ

ネスコースの中身について提案することを目的としている。 
この調査報告書では、経営者及び従業員への聞き取り調査及び工場・店舗等の作業現場視察等

を行い、その結果、モンゴル中小企業の経営者は充分な経営知識がないまま「成り行き」で経営

しており、従業員に対する教育、指導もできていないと分析。またモンゴルで実施されているビ

ジネスコースについても調査を行い、それらが理論偏重で、企業のニーズ（知識だけを詰め込ん

だ大学卒は不要、もっと実務能力・技能を身につけた人材が求められている）に沿うものではな

いと結論し、下記の表-3のコースデザインを提案している。 
上記のニーズ調査実施以降は、ビジネスコース全体に関するニーズ調査は実施されていない。

講義の内容については、講義終了後に実施されるアンケート調査結果や専門家から提起された改

善点等を検討し、適宜改善努力はなされているが、大幅なコースデザインの見直し作業等は行わ

れていない。 
 

表－３ 2002年5月運営指導調査団によるコースデザイン案 

講座 講義内容 到達目標 

日本的経営
及び経営戦
略と 5S 1改
善活動 

市場経済下における日本的経営と経
営戦略及び5S改善活動について解説 

市場経済下における企業経営成功の
ための経営戦略並びに5S改善活動の
技法の理解 

財務管理 
財務分析、損益分岐点売上高の産出、
利益計画の作成についての解説、指導

財務分析、損益分岐点売上高の産出、
利益計画の作成についての理解 

生産管理 
Industrial Engineering（IE）の基礎、作
業改善等について解説し、実践的な技
法の習得についての指導 

IEの基礎、作業改善等の理解と技法の
習得 

                                            
1 5Sとは、「整理」「整頓」「掃除」「清潔」「躾」である。 
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品質管理 
品質管理の基礎的手法、TQC2、TQM3、
QCサークル4、ISO90005、ISO140006シ
リーズについての解説 

日本的品質管理、ISO9000、ISO14000
シリーズについての理解 

原価管理 
原価管理とコスト低減、トヨタ生産方
式Just in Time7についての解説 

原価管理とコスト低減、JITについての
知識と方策についての理解 

労務管理 
生産性向上、モラールの向上を図る労
務管理について解説 

生産性向上、モラールの向上を図る日
本式労務管理の理解 

マーケティ
ング 

マーケティングの概論、ランチェスタ
ーの法則についてその理論と展開事
例を解説 

マーケティングの基礎知識、ランチェ
スターの法則とその展開についての
理解 

以上いずれも事例を示しながら直ちに実践に役立つよう解説する。 
（引用）2005年5月実施「運営指導調査団報告書」より 

 
2）2005年10月運営指導調査団 
第2回は、2005年10月に「観光コース」の設置に関し、運営指導調査団が派遣され、モンゴル
における観光業の現状と課題を調査した。ホテル、ランドオペレーター、ツーリストキャンプ、

教育機関に聞き取り調査を行った結果、モンゴル観光業関係者のほとんどが、自国のサービス水

準の低さを認識していると分析。1990年代以降、大学の観光学科が人気となり、次々と設立され
ているが、理論偏重の指導方法で、実践ではほとんど役に立っていないこと。これは大学教官が

大学卒業後に、実務経験もないまま教職についていることが主な原因であると考えられると結論

づけている。 
このような状況のなかで、モンゴル観光業関係者からは、国際的にも評価が高い日本のサービ

ス・接客方法を指導してほしいと期待する声が多いことも確認された。この調査を基に、2006
年4月に観光コースが実施された。 

 
（2）ニーズ調査に基づいたコース設計の実施 

ビジネスコースは、「中小企業診断・指導コース」「起業家支援セミナー」「若手オーナーのため

のビジネス実践セミナー」の定期コースと、不定期に行われる短期セミナー及び地方セミナーに

よって構成されている。 
    

1）中小企業診断・指導コース 
前述のとおり、2002年5月の運営指導調査団では、モンゴル日本センターのビジネスコースの
あり方として、①企業経営者の意識改革と実践的な管理手法の習得、②経営者が自社の経営分析

を行い問題点の抽出と改善を行い得る技能の習得、に重点を置くべきとした。そのうえで、表-4
の「中小企業診断・指導コース」のカリキュラムを提案している。 
このコースは、4年以上の経営実務業務をもつ経営者及び管理職者に対し、「売れるか、作れる

                                            
2 Total Quality Control 
3 Total Quality Management 
4 TQCを具体的に実施する数名からなる小集団 
5 経営一般のマネジメント規格 
6 環境に与える負荷を継続的に提言・防止していくための仕組みを、企業の中に構築するためのマネジメントシステム。 
7 顧客にとって「必要なものを、必要なだけ、必要なときにつくる」生産方式を JIT生産方式と呼び、製造期間短縮・在庫削減の有効
な手段。トヨタ生産方式とほぼ同意語として認識されやすいが、「トヨタ生産方式の一部である」という理解が正しい。 
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か、儲かるか」の経営3原則を取り入れた教科を設定するなど、実践を重視したコースデザイン
とした点が特徴である。 
コースを開始した1年目～2年目は、製造業の経営者及び管理職者を対象とし、1コマ80分、1
日4コマ、1講座16コマ、10月から翌年3月までの半年間にわたって実施された。 

 
表－４ 「中小企業診断・指導コース」 

 講座名 講義内容 到達目標 

1 日本的経営及び
経営戦略と5S改
善活動 

市場経済下における日本的経営と
経営戦略及び5S改善活動について
解説 

市場経済下における企業経営成功
のための経営戦略並びに5S改善活
動の技法の理解 

2 生産管理 IE（Industrial Engineering）の基礎、
作業改善等について解説し、実践
的な技法の習得についての指導 

IEの基礎、作業改善等の理解と技
法の習得 

品質管理 品質管理の基礎的手法、TQC、
TQM、QCサークル、 ISO9000、
ISO14000シリーズについての解説

日本的品質管理、 ISO9000、
ISO14000シリーズについての理解

3 

原価管理 原価管理とコスト低減、トヨタ生
産方式JIT（Just in Time）について
の解説 

原価管理とコスト低減 
JITについての知識と方策につい
ての理解 

4 財務管理 財務分析、損益分岐点売上高の算
出、利益計画の作成についての解
説、指導 

財務分析、損益分岐点売上高の算
出、利益計画の作成についての理
解 

5 労務管理 生産性向上、モラルの向上を図る
労務管理について解説 

生産性向上、モラルの向上を図る
日本式労務管理の理解 

6 マーケティング マーケティングの概論、ランチェ
スターの法則について、その理論
と展開事例を解説 

マーケティングの基礎知識、ラン
チェスターの法則とその展開につ
いての理解 

 
しかし近年モンゴルでは、産業構造におけるサービス業の占める割合が年々増加しており、サ

ービス業者を対象としたビジネスコースのニーズが高まってきた。このため中小企業診断・指導

コースは、3期生から製造業者のみならず、サービス業者にも対象を拡大した。 
これを受けて講義内容を一部変更し、両業種の共通講座と業種ごとの専門講座を設けた。以下

の表-5に示したとおり、「日本的経営及び経営戦略と5S改善活動」「財務管理」「マーケティング」
に関しては製造業、サービス業の合同クラスでの講義とし、「労務管理」はおのおのの業種ごと

の講義とした。また専門講義として、製造業クラスは「生産管理」「品質管理・原価管理」を受

講し、サービス業クラスは「店舗管理」を受講することとなった。 
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表－５ 業種別にみた講座構成 

 
講座名 製造業クラス 

サービス業 
クラス 

1 日本的経営及び経営戦略と5S改善活動 ○ 

2 生産管理 ○  

3 品質管理・原価管理 ○  

4 財務管理 ○ 

5 労務管理 ○ ○ 

6 マーケティング ○ 

7 店舗管理  ○ 

 
2）起業家支援セミナー及び若手オーナーのためのビジネス実践セミナー 
中小企業診断・指導コースの受講に際しては、4年程度の経営実務経験を必要とするが、「起業
家支援セミナー」及び「若手オーナーのためのビジネス実践セミナー」は、若手起業家及び起業

家の卵を対象とし、経営の基礎的知識を習得・向上させることを目標としている。 
「起業家支援セミナー」は2004年度から開講されている。講義内容は、特に起業に際し阻害要
因になりがちな事項を取り上げ、それらを克服して起業を成功させるための基本的ノウハウを習

得することを目的としている（詳細は、表-6のとおり）。 
「若手オーナーのためのビジネス実践セミナー」は2005年から実施されている。このセミナー
の対象者は、3年以上企業を経営した経験をもつ若手ビジネスマンである。モンゴルにおいては、
多くの起業家が、ある程度売上を伸ばしたところで伸び悩んでいる場合が多い。セミナーでは、

若手オーナーが直面している問題を克服する方法や予防方法について解説している。 
両セミナーは、モンゴルのコンサルタント会社に実施を委託しており、講義はすべてモンゴル

人によって行われている（詳細は、表-7のとおり）。 
 

表－６ 「起業家支援セミナー」の講義内容 

講座名 講義内容 講師 

創業の基本 
（講義及び演習） 

創業の心構え、定款、起業化への阻害要件
を克服する方法等 

D. アルタンツェツェグ
（博士号） 

起業のための諸手続き 
（講義及び演習） 

事業運営方法、企業に関する法律、許認可、
開業準備手続き、会社登録手続き等 

D. アルタンツェツェグ
（博士号） 

事業計画の立て方 
（講義及び演習） 

計画立案手法、事業計画の更生、プロジェ
クト構成、項目計算例、計算方法等 

R. ルハグバスレン 
（MBA） 

モンゴルの銀行財務制度 
（講義及び演習） 

モンゴル銀行の任務、融資銀行、株式市場、
ブローカー会社、ノンバンキング金融会社
等 

D. ムンフドラム 
（教授） 

資金調達 
（講義及び演習） 

資金需要、供給、銀行負債等 S. エルデネ 
（MBA） 
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モンゴルの税制・税法 
（講義及び演習） 

モンゴルの税制・税務、モンゴルの税金
構成、課税、税金割合、税金控除等 

D. ムンフドラム 
（教授） 

財務管理 
（講義及び演習） 

財務管理任務、財務手法、金融市場、バ
ランスシート及び貸借対照表の作成等 

S. エルデネ 
（MBA） 

生産管理品質管理 
（講義及び演習） 

企業の3つの任務、生産効率、原材料の調
達計画、品質改善等 

S. エルデネ 
（MBA） 

原価管理 
（講義及び演習） 

原価、原価別生産、無生産原価、サービ
ス業やNGOに係る原価管理等 

S. エルデネ 
（MBA） 

人材管理 
（講義及び演習） 

企業のMission、Vision、Goalについて 
従業員雇用、解雇法律等 

R. ルハグバスレン 
（MBA） 

マーケティング 
（講義及び演習） 

マーケティング、マーケティング・リサ
ーチ、競合先に係るリサーチ、売上計画
等 

G.. ガンバト（MBA） 
S. トゥブシンザヤー 
（MBA） 

 
表－７ 「若手オーナーのための実践講座」の講義内容 

 講座名 講師名 

事業資金の調達方法 エルデネビレグ、アラタンホヤグ 

借り入れ方法 バガージャブ、バトサイハン 

税、税制の基本 バガージャブ、バトサイハン 

租税確定ノウハウ バガージャブ、バトサイハン 

演習 バガージャブ、バトサイハン 

財務・税の基本 

モンゴルの融資制度 バガージャブ、バトサイハン 

財務管理 エルデネビレグ、バトサイハン 

原価管理 エルデネビレグ、アラタンホヤグ 

マーケティング バヤルダライ、エルデネビレグ 

生産管理 バガージャブ、アラタンホヤグ 

人材管理 アラタンホヤグ、バヤルダライ 

品質管理 アルタンホヤグ、エルデネビレグ 

経営の基本 

組織の仕組み、経営・情報技術 バヤルダライ、バトサイハン 

ビジネスプラン バガージャブ、エルデネビレグ 
ビジネスプラン 

マイクロクレジットの説明 バヤルダライ、エルデネビレグ 

 
（3）コース計画の策定 

ビジネスコースの主要な3コースは、表-8にみるように定期的に計画・実施されている。特に中
小企業診断・指導コースは、講師と1年前からスケジュール調整する必要があり、また他の定期
コース（以下に提示）も事前に現地コンサルタントの選考作業があるため、各年次のコース計画

は早めに準備されている。 
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表－８ 主要コースの開講時期 

 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9  

中小企業診断・指導コース 
            1コマ80分、

1日4コマ、
1講座16コマ

起業家支援セミナー 
            1日3時間、

合計54時間
若手オーナーのための 
ビジネス実践セミナー 

            1日3時間、
合計39時間

 
一方で、専門家の得意分野を活用して実施されている短期セミナーなどは、不定期開催となっ

ており、元受講生の一部からは、社員を研修に送りたいが、事前に日程が分からず、調整が難し

い場合もあることから、年間スケジュールを知らせてほしいという声もあった。 
 
（4）コース募集広報と選考 

研修及びセミナーの開講のお知らせは、原則的にモンゴル日本センターにおける掲示、新聞広

告によってのみ行っている。ただし中小企業診断・指導コースの第1回目は、モンゴル日本セン
ターにおける掲示、新聞広告のほか、MONEF（Mongolian Employers’ Federation）を通じての広
報活動を行った。 
開講に関する広報活動が控えめであるにもかかわらず、ビジネスコースへは、毎回定員を超え

る応募がある。この主な要因は、ビジネスコースに参加した人々がコースの有効性を評価し、周

囲の人々へ参加を勧めた結果である。モンゴル日本センターによると、実際に受講生の8割近く
が、元受講生からの勧めで参加しているとのことであり、アンケート調査結果でも7割以上の人々
が、「知人からの紹介／元受講生からの紹介」によって参加したと回答している。 
また、「新聞広告で開講を知った」と答えた元受講生の何名かについても、事前にコースに関

する情報があり、募集時期を確認するために気をつけて新聞を読んでいた。しかし、新聞広告の

場所は目立つところではなく、見落すことも多いという。このことから、受講が必要な人々に、

モンゴル日本センターの活動やビジネスコースの存在が充分に認知されていない可能性がある

ため、今後は広報活動についても留意していく必要がある（元受講生等に対するメーリングリス

トでの連絡、ウエブサイトの活用なども含む）。 
 
（5）コース実施実績 

コース実績は、以下の表-9にみるとおりであり、現在まで「中小企業診断・指導コース」（4回
開催163名が修了）、「起業家支援セミナー」（5回開催117名が修了）、「若手オーナーのためのビジ
ネス実践セミナー」（1回開催28名が修了）のほか、各種短期セミナー11回、地方セミナー8回を
開催している。 
日本人専門家は、主に中小企業診断・指導コースの講義を担当し、講義の空き時間を利用して、

短期セミナー・地方セミナーを開催したほか、企業を訪問して企業診断・業務改善指導を行うな

ど、効率的かつ効果的に活動した。 
「起業家支援セミナー」及び「若手オーナーのためのビジネス実践セミナー」は、モンゴルの

ローカルコンサルタントによって実施された。ローカルコンサルタントの傭上に際しては、プロ
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ジェクトプロポーザルによる競争入札を行い、実施に際してはモンゴル日本センタースタッフに

よる業務監理が行われた。 
 

表－９ コース実績 

年度 セミナー名 回数 修了者数 

2002 中小企業診断・指導コース 1 30 

 2002年度 小計  30 

2003 中小企業診断・指導コース 1 26 

 短期セミナー 5 161 

 地方セミナー 2 100程度 

 2003年度 小計  287 

2004 中小企業診断・指導コース 1 50 

 起業家支援セミナー 2 60 

 短期セミナー 2 105 

 地方セミナー 4 195 

 2004年度 小計  410 

2005 中小企業診断・指導コース 1 57 

 起業家支援セミナー 2 44 

 若手オーナーのためのビジネス実践セミナー 1 28 

 短期セミナー 4 247 

 地方セミナー 2 79 

 2005年度 小計  455 

2006 日本語観光ガイド養成実践講座 1 27 

 起業家支援セミナー 1 13 

 （※年度途中）   

 2006年度 小計  40 

 合     計  1,222 

※2002年1月から2006年5月末日までの実績 

 
（6）コースの評価・モニタリング 

1）コース修了後のアンケート 
コース終了後、受講者向けにアンケート調査を実施し、主に①講義内容、②時間割、③配布

資料の質・量、④モンゴル市場への適応性、⑤講師・通訳の質、などの点からの評価を確認し

ている。アンケート結果はコース担当者によって集計され、必要に応じて講師にフィードバッ

クされることとなっている。しかしアンケートの回答のなかに毎年同様の改善点が提起されて

いることから、モンゴル日本センターがアンケート調査の結果を充分活用できていないのでは

ないかと懸念され、そのフィードバックの仕組みを整備する必要がある。 
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2）終了時評価調査団アンケート 
今回の評価に際し、元受講生に学習内容の活用度合いについてアンケート調査を実施したと

ころ、19件の回答［2期生4件、3期生5件（うち製造業2件、サービス業3件）、4期生10件（うち
製造業4件、サービス業6件）］を得た。アンケートの調査結果は、以下のとおり。 
 

表－10 アンケート調査結果集計（概要） 

3期生 4期生  
講座名 2期生 

製造業 サービス業 製造業 サービス業

1 
日本的経営及び経営戦略
と5S改善活動 

4.3 4.0 3.7 3.8 3.0 

2 生産管理 2.7 4.5  2.5  

3 品質管理・原価管理 3.3 5.0  2.5  

4 財務管理 4.7 5.0 1.6 2.8 1.0 

5 労務管理 4.0 5.0 3.0 3.3 3.2 

6 マーケティング 3.7 5.0 2.7 3.5 4.0 

7 店舗管理   2.3  3.3 

※おのおのの活用度は、5段階（最高5－最低1）で評価している。 

 
a）教科ごとの活用度の特徴 
アンケートの結果、教科ごとの活用度では、2期生から4期生までの全体を通じて、「マーケ

ティング」「労務管理」「日本的経営（5S改善）」で学習した内容はよく活用されている。活用
方法についての回答をまとめると以下のとおりとなる。 

    
ア）従業員が働きやすく、働きがいのある職場環境の創出 

• 組織体制の見直し：会社のVision、Mission、Goalの社員への提示。社員の職務分掌と
目標を明確化し、おのおのの目標達成を支援する（MBOの考え方）。適切な人員配置。
PDCA（Plan-Do-Check-Act）の導入。 

• コミュニケーションの強化：経営者と従業員の意見交換を行う機会／会合を設定。朝
礼の実施。意見の汲み上げと改善／対策の実行。 

• 給与体系の見直し：勤続年数等による給与体系。実績評価の導入→能力給、ボーナス

／特別報酬の支払い。出来高払い制。 
• 人材育成：従業員の意識改革。自発的行動の促進。チームワークの強化。サービス・
ホスピタリティ研修。5S改善活動の実施。 

    
イ）品質管理とコスト管理の向上 

• 品質チェックカードの導入 
• QCサークルの導入 
• 製品原価の節約    
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ウ）戦略的マーケティング 
• マーケティングの対象グループの絞り込み。ムダなく効果的なマーケティング 
• 効果に対する分析 

    
エ）店舗の有効活用 

• 店舗面積の有効活用 
• 客の導線と売り場の見せ方を考慮 
• 店舗の透明性を高める 

    
その他、2期生及び3期生（製造業）では、「財務管理」「原価管理・品質管理」がよく活用

されているが、3期生（サービス業）及び4期生では、あまり活用されていない。3期生（製造
業）では、「生産管理」がよく活用されているが、他の期ではあまり活用されていない。「店

舗管理」については、人によって活用度に格差がみられる。 
 

b）期ごとの活用度の特徴 
期ごとの活用度の傾向としては、2期生は受講後2年以上経ていることから、学習内容を全

般的に消化して業務に活用している様子がうかがえた。3期生では、製造業クラス参加者の方
が、サービス業クラス参加者より、学習内容の活用が多い。4期生は、2006年4月に修了した
こともあり、業務に取り入れやすい「マーケティング」「労務管理」「日本的経営」の活用度

が高くなっている一方で、「財務管理」の活用度が低い。そのためか「会計の基礎と原価管理

セミナー」に参加した人が多く、この講義に対する評価も高くなっている。 
活用度のアンケート調査は回答が少なかったため、必ずしも全体を代表しているとはいえ

ないが、今回の聞き取り調査及び企業訪問においても、「マーケティング」「労務管理」「日本

的経営（5S改善）」の活用度が高く、「生産管理」「原価管理・品質管理」については、活用さ
れるまでに時間を要する傾向がみられる。「財務管理」は、経営者のなかで得意・不得意が分

かれているが、経営の基本であるため、より分かりやすく、かつ実践に役立つ内容である必

要がある。 
 
（7）コース実施による具体的成果事例 

上記アンケート結果及び後述する5項目調査（インパクト）に表されているように、ビジネス
コースの内容について修了生より評価を受けており、コース修了後、学んだ知識や技術を生かし

た結果、企業の生産性や収益が向上したという事例がいくつも挙がっている。なかでも下記にあ

る「カイゼン協会」の設立は、ビジネスコースで提供した内容が現地ニーズに合致しているとと

もに、その成果が周囲に普及すべきものであることを示すものであり、本コースの大きな成果で

あるといえる（個別企業の成果事例はP21～P23を参照）。 
 

1）「カイゼン協会」の設立 
ビジネスコースの中の「中小企業診断・指導コース」の第2期修了生が、①ビジネスコースで

学んだ内容を自社の経営に生かし、修了生同士で支えあうこと、②ビジネスコースに参加でき

ない中小企業の経営者に対し、日本的経営の良さを伝え、一緒に協力し合いながらモンゴルの
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経済を発展させる、ことを目的として自ら「カイゼン協会」というNGOを設立している。同協
会には現在、「中小企業診断・指導コース」の修了生42名が在籍しており、会員は①財務管理、
②サービス・店舗管理、③労務管理、④生産・品質管理、⑤マーケティングの5つの「カイゼン
グループ」に分かれ、コースで学んだ内容を生かして自らが経営・所属する企業の「カイゼン

活動」を行っている。さらに、ダルハン市における地方セミナーを実施しており、コースで身

に付けた内容の普及活動も行っている。 
 
３－２ 日本語コース 

2002年1月に開始した「ビジネス日本語」「映画で学ぶ日本語」「月例日本語テスト」に始まり、2005
年度までに18コースの日本語講座を実施しており、延べ6,901名の参加者を得た。主なコースの実施実
績は下記のとおり（表-11参照）。 

 
表－11 主な日本語コース実施実績 

  2002年度 2003年度 2004年度 2005年度 

コース名 回数 受講者数 回数 受講者数 回数 受講者数 回数 受講者数

日本語教育実習コース 50 19 45 20 42 20 47 18

初級総復習コース 47 38 45 40 41 40 47 40

映画で学ぶ日本語(中級・上級） 61 96 92 72 218 221 198 153

ビジネス日本語（中級・上級会
話/上級文書） 

22 32 89 138 116 148 145 208

その他（ラジオ日本語講座、月
例日本語力テスト他） 

 81  1,192  2,283  2,053

計 180 266 271 1,462 417 2,712 437 2,472

 
３－３ 相互理解促進事業 

2002年以来、異文化体験講座や定期映画会、日本センターフォーラムなど、日本とモンゴルとの相
互理解の促進に資するイベントを153回にわたって開催し、延べ1万2,031名の参加を得た。主な活動実
績は下記のとおり（表-12～13参照）。 
 

表－12 市民講座開催実績 

年月日 講座名 参加者数（名）

2003年9月6日 「モンゴルの野生生物と持続可能な発展の世界」 89 

2003年11月29日 「モンゴルIT産業の発展の可能性」 75 

2003年12月23日 「モンゴルと日本の地質的な歴史」 59 

2004年2月21日 「モンゴルの銀行事情について」 111 

2004年3月27日 「モンゴルの牧畜業の現状」 81 

2004年6月27日 「モンゴル鉄道の歴史と未来」 45 

2004年9月12日 「モンゴルの有用植物をめぐる現状」 75 
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2004年10月21日 「モンゴル経営とモンゴルビジネスの将来」 63 

2005年2月6日 「モンゴルのバイオテクノロジーの発展性について」 90 

2005年4月9日 「日本の電気事業の歴史」 64 

2005年6月17日 「日本からのソフト開発受託の可能性」 32 

2005年6月21日 「モンゴルの若者に贈る『学問のススメ』」 48 

2005年6月21日 「モンゴルにおける家畜感染症」 16 

2005年9月17日 「しのびよる足元からの環境汚染」 61 

2005年11月25日 「モンゴルの高等教育について～なぜ数学を学ぶのか～」 43 

 
表－13 日本センターフォーラム開催実績 

年月日 講座名 参加者数（名）

2003年6月22日 「グロバルゼイションとモンゴルの国づくり」 158 

2003年6月21日 「市場経済化の中の牧畜～流通のための組織化について考える」 37 

2003年12月11日 「ウランバートル市への人口流入・集中の問題」 73 

2005年3月18日 「モンゴルの地方開発～地方経済の活性化の観点から」 111 

2006年3月17日 「モンゴルの地方開発～地方教育の現状と課題」 96 

 
３－４ 図書室 
約4,000冊の一般図書や留学関係書籍、約1,000個のDVDやビデオなどの視聴覚教材を備えており、

58席ある閲覧室は常に満席となり、順番待ちをしている人も多い。図書室利用に際しては会員になる
必要があり、現在約7,000名が会員となっている。利用者の多くは日本語を勉強するため使用している
が、モンゴル日本センターのような環境の整った図書室がほかには存在しないことから、国立大学以

外の大学などからも自分の勉強のために使用している人も増えてきており、図書室の手狭さを訴える

声が利用者から多く聞かれている。 
 
３－５ 受講料収入 
ビジネスコース、日本語コースなど、ほとんどの講義やセミナーにおいて受講料を徴収している。

徴収した受講料はこれまでその大半を貯蓄しており、2006年6月の時点で約1,100万円となっている。
貯蓄をしている理由は、日本センターの将来的な自立発展も視野に入れ、受講料を自立的な運営に必

要な資金と位置づけているからである。なお、各種講義中のコーヒーブレイク用のコーヒ代等として

わずかの金額を受講料収入より支出している。 
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第４章 ５項目評価 
 
４－１ 妥当性 
調査団は、プロジェクト目標のひとつである『モンゴルの市場経済化に資する人材育成に対し

中心的な役割を担う』に対し、ターゲットグループ選定及び両国の政策との妥当性の観点から評

価を行った。結果として、本プロジェクトが、モンゴルの経済及び政府開発戦略に照らし合わせ、

妥当なものであったと評価した。 
本プロジェクトのもうひとつのプロジェクト目標である「さまざまな事業を通じ、両国民の相

互理解を促進する」は、「総合的パートナーシップ」促進活動のひとつとして位置づけられ妥当性

があると評価できる。 
 
（1）ターゲットグループ選定の妥当性 

モンゴルは、2000年～2001年の雪害で経済成長率が停滞したが、2002年以降は順調に経済
成長を続けており、その状況を背景に、民間セクターの動きも年々活発化してきている。 
モンゴル統計局がまとめた統計資料（2004年）によると、モンゴルのGDPのほとんどを一

部の鉱山及び100名以上の従業員を抱える企業がつくり出している一方で、モンゴル全企業数
の96％が49名以下の小規模企業であり、そのほとんどが10名以下の企業である。 
これら中小企業は、GDPに対する貢献度は少ないながら、今後のモンゴル経済を下支えす

る勢力であり、この勢力の成長は直接的に経済成長及びマクロ経済の安定に貢献するもので

ある。 
しかし中小企業の経営者は、これまで十分な経営ノウハウを得る機会をもっておらず、自

社の発展のための実践的な経営知識の向上を渇望していた。本プロジェクトのビジネスコー

スは、これらの層をターゲットグループとし、まさに彼等が求めていた実践的な内容で人材

育成を行っており、妥当性が非常に高いと評価できる。 
 
（2）モンゴルの政策との妥当性 

モンゴル政府の中期的な主要開発戦略として、2000～2004年を対象とした「政府行動計画」
と「人間の安全保障のためのグッドガバナンス」、さらに政府行動計画を実施するための「経

済成長と貧困削減」（Economic Growth Strategy and Poverty Reduction Strategy：EGSPRS）があ
る。これらの政策においては、マクロ経済の安定と民間セクターの振興は、経済成長と貧困

削減の最重要課題として取り扱われている。 
本プロジェクトは、モンゴルの市場経済化に資する人材の育成に重要な役割を担うことを

プロジェクト目標のひとつとしており、モンゴル政府の最重要開発課題に則したものとして

妥当性があるといえる。 
 
（3）わが国の援助政策との妥当性 

わが国は、1991年以降10回にわたる「モンゴル支援国会合」を開催し、対モンゴル支援の
国際的な枠組みづくりを行ってきた。1997年には経済協力総合調査団を派遣し、「市場経済移
行のための知的支援・人材育成」を重点分野のひとつとして確認した。 
わが国は、モンゴル政府が推進している開発計画・戦略を支援していくため、マクロ経済
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安定のための制度整備及び官民の人材育成、地域経済格差の是正、環境と両立した持続的な

経済成長、外貨獲得産業の振興など経済活動の促進を援助重点分野として位置づけている。 
このことから、本プロジェクトはわが国の対モンゴル援助政策に則したものであり、妥当

性があるといえる。 
両国政府は、1998年に「日本国とモンゴル国との間の友好と協力に関する共同声明」を発

表し、右声明において目標として確認した「総合的パートナーシップ」の理念のもとに経済・

文化・教育・人的交流等の二国間関係及び地域・国際社会における協力等において更に協力

関係を深めていくことで一致した。また、日本語コースについては、実務に直結した専門的

な分野に特化したコース（IT日本語コース、ビジネス日本語コース）や授業（履歴書の書き
方の指導等）を展開している。特に、IT日本語コースは、IT分野の実務レベルで活躍する際に
求められる日本語に特化した専門日本語コースであり、モンゴルの国家政策としてのIT産業
の推進、日本のIT産業のオフショア対象という背景を受けて、ニーズに見合ったコースとな
っている。 

 
４－２ 有効性 
ビジネスコースは、これまでさまざまな研修やセミナーを実施してきている。核となる「中小

企業診断・指導コース（半年コース）」は、現在までに4回実施され163名が受講。「起業家セミナ
ー」は5回実施され117名が受講、「若手オーナーのためのビジネス実践セミナー」は1回実施され
28名が受講している。2003年からは、「シニアITエンジニアコース」が開始され、現在までに24名
の修了生がおり、そのうち14名が日本へのソフトウェア輸出産業に従事している。 
アンケート調査、聞き取り調査、現場視察を通じ、受講者の研修コースに対する反応はおおむ

ね良好であり、特に「中小企業診断・指導コース」の受講生のなかには、研修内容を自社の業務

改善に役立て、売上や生産効率の向上に直接的な効果が現れている企業も多数見受けられる。 
これら受講生からの良好な評価の主な背景には、①コース内容が実践的で、受講者が直面して

いる問題点や日常の業務改善に即効性があったこと、②講師の指導方法が受講者の意識改革を促

進するもので、国情の違いを越えて内容の理解を深めたこと、③個別相談や講師の現場訪問によ

り、より細かなアドバイスを行ったこと、④コースを通じて受講生間の連帯意識が芽生え、その

後のビジネスにおいても良い人脈が築けたこと、が挙げられる。これらのことからビジネスコー

スは、個々の受講生の経営能力向上に有効性があったと評価できる。 
一方マクロな視点でのビジネスコース実施の有効性の度合いについては、中小企業の実態が分

かる適正な資料がなく、またモンゴルの中小企業というクラスター自体が非常に流動的であるた

め評価が難しいが、2004年統計局資料から以下のように推測ができる。 
モンゴル実質企業総数は2万5,356社（国営企業・官公庁・地方行政機関等を含む）となっている。

このうちウランバートルには、全体の60.3％である1万5,286社がある。下の表-14にみるように、モ
ンゴルでは、全体の96.1％が従業員49名以下の中小企業である。モンゴル日本センターのビジネス
コースが主なターゲットグループとしているのは、これら10～49名の従業員を抱える企業の経営
者及び管理職である。 
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表－14 従業員数別企業数 

従業員数 企業数 全体に占める割合（％）

1 – 9 20,693 81.6 

10 – 19 1,913 7.6 

20 – 49 1,751 6.9 

50＋ 999 3.9 

合計 25,356 100.0 

出所：Mongolian Statistical Yearbook 2004, National Statistical Office of Mongoliaより引用 

 
実際、今回のアンケート調査によると、中小企業診断・指導コースの元受講生の80％以上が、

従業員10～49名の企業に就業しており、これらの企業がウランバートルにあることから、仮に以
下のように概算する。 
 ウランバートルにある10～49名規模の企業数  （1,913＋1,751）×60.3％＝約2,209社 
 中小企業診断・指導コースで10～49名規模の企業へ就業している人数 

 163名×80％＝約130名 
仮に受講生は同一企業からは複数参加していないと想定すると、ビジネスコースへの参加率は

130人＝130社／2,209社＝5.9％となり、ウランバートルにある従業員10～49名規模の企業の約6％
が、ビジネスコースに参加したことになる。（実際には、同一企業から経営者のみならず複数の従

業員が受講しているケースもあるため、6％は想定される最大値）。 
ただしモンゴルでは、年間125万ドル以上の売上があった場合、法人税率が売上金125万ドル未

満の企業の倍近く増加するため、一定以上売上金が上がると、税金対策として日常的に分社が行

われている。ついては、2,209社のなかにも実質的に同一人物によって経営されている企業も多い
と思われる。一人の経営者が平均何社を保有しているかについて明確な資料はないが、仮に平均2
社を保有しているとすれば全体の12％、平均3社を保有しているとすれば全体の18％がビジネスコ
ースに参加したこととなる（これも上記の理由から、想定される最大値）。 
中小企業診断・指導コースのターゲットグループ全体の6～18％が既にコースを受講し、講義内

容を実際の業務に活用し始めているというのは、ひとつのプロジェクト（5年間）の成果として、
まずまず満足できるものであったといえる。またビジネスコースでは、中小企業診断・指導コー

スのほかに短期・地方セミナー等も実施しており、集中的に人材育成をしていくだけではなく、

広い知識・経験の普及も行っている点も評価できる。 
日本語コースについても受講生からは評価は高い。この背景としては、①独自で開発した教材

が分かりやすいこと、②他の日本語研修機関と違い、ビジネスコースやITコースなどとの連携が
あり、より実践的な内容となっていることなどが挙げられる。 
この結果、受講希望者は多く、常にクラス定員が満たされた状態である。またラジオ講座がセ

ンターのウェブ・サイトにストリーミングされてからは、アクセス数が増大しており、日本語コ

ースの有効性を高めている。 
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４－３ 効率性 
（1）運営全般 

ローカルスタッフの運営・管理能力は、OJT及び本邦での研修によって、徐々に強化されて
きている。特に本邦での研修は、おのおののニーズに見合うように構成された内容となって

いる。 
 
（2）ビジネスコース 

ビジネスコースの運営体制については、（ビジネスコース運営・管理専門家）が2003年8月
～2004年8月（12MM）派遣されたが、それ以外の期間は実質的にはモンゴル日本センター所
長と、ビジネスコース主任を中心とするローカルスタッフ（延べ4名）によって行われてきた。
（コース講師については、講義ごとに短期専門家等が派遣されている）少ない人員体制であ

るが、モンゴル日本センターは、投入コストの高い日本人専門家を活用すべきところ、現地

コンサルタントを活用すべきところを見極め、限りある資源を効率的に活用している。 
例えば「中小企業診断・指導コース」は日本人専門家を講師に迎えているが、短期専門家

の滞在期間を有効利用し、講義以外にも、個別相談／企業訪問による企業診断・指導、地方

講演、分野別セミナーの開催などを実施している。また可能な限り、現地コンサルタント等

ローカル人材を登用し、コストの削減に努力している。現地コンサルタントを傭上する場合

は、プロポーザルの提出を求め、内容を吟味したうえで実施を委託し、実施に際しても、日

本センターのモンゴル人担当者が講義に参加しモニタリングを行うほか、講義終了後は受講

者にアンケートを記入させ、改善すべき点をコンサルタントに求め、講義の質の担保にも配

慮している。 
また受講希望者について経験・職位等の基準を設け、センター側でスクリーニングを掛け

ている。これによって受講生のレベルを高く保つことができ、講義の円滑な運営及び効率的

な成果の発現につながったと評価できる。これらのことから、モンゴル日本センターは限ら

れた予算のなかで効率的に事業を運営していると評価できる。 
ただし、モンゴル日本センターをビジネスコースのサービス・プロバイダーのひとつとし

てみると、「中小企業診断・指導コース（半年コース）」が年1回（毎月1週間ずつ6カ月間）、「起
業家セミナー」は年2回（各2週間）、「若手オーナーのためのビジネス実践セミナー」は年1回
実施（2週間）、短期セミナー年平均3～4件は、開講回数が決して多いとはいえない。しかし
以下に述べるように、モンゴル日本センターの運営予算・人員・教室数が限られたものであ

り、その制約のなかで開講回数及び受講生数を増やしていくことが難しかったことも確かで

ある。 
まず、モンゴル日本センターのビジネスコースの特徴は日本的経営・戦略を実践的に指導

することによって、モンゴル経済の基盤を支える中小企業経営者の経営能力を高めていくこ

とであるが、現状では日本的経営・戦略を指導できる講師をローカル人材のなかから確保で

きないため、日本人専門家の派遣が必要となっている。この点から、開講回数を増やして受

講生数を伸ばすためには、比例して日本からのインプットを増加せざるを得ない。しかし予

算的に、日本人専門家の派遣期間・数に制限があることから、開講回数の増加が難しい。ま

た中小企業診断・指導コースの定員は30名（3期生以降は、各クラス定員25名）であるが、ビ
ジネス環境の違う受講生を対象にしながら、講座の質（受講者の理解度）を担保するために
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は、これ以上の定員増が困難である。 
またモンゴルではナーダム8から8月末まではバカンス・シーズンのため、コースに人が集ま

らないという特徴があり、コースの開催が9月から5月の間に制限される。現在モンゴル日本
センターのビジネスコース・セミナーは、この時期に集中的に実施され、「中小企業診断・指

導コース」は、10月から3月の半年間、1カ月に1週間ずつ実施されている。開講回数を増加さ
せる場合、この時期に増設することとなるが、日本センターの教室は日本語コースやITコー
スと共有しており、絶対的に教室数が不足する。 
これらの条件にかんがみると、講座数の拡充を行うためには、同時に予算面・施設面の増

加を考慮しつつ、他コースの事業計画との調整を行い、さらに日本側・モンゴル側に働き掛

けが必要である。しかし現在は、これらの課題に対応していくための「コース・マネージャ

ー」が不在であり、現状のビジネスコース担当の人員体制では、現状のコース運営を円滑か

つ効率的に進めていくことが精一杯であったといえる。 
 
（3）日本語コース 

資源の活用の観点では、派遣専門家は、コース開発・企画・運営、また、教材開発、教授

指導を行い、現地スタッフ教師への技術移転の主導的役割を効率的に実施しているといえる。

また、留学情報提供、ITやビジネス分野のセンター専門家との協働、日本語コースでの映像
利用など、モンゴル日本センターがもつ情報・人的リソースの有効活用をしており、同セン

ターの優位性を十分生かしている。さらに、「ラジオ日本語講座」においては、マスメディア、

出版、インターネット等の複数の現地ツールを利用して、日本語学習機会を与えている。結

果、地理的、時間的制約のない学習を可能にし、これまでモンゴル日本センター来訪者のみ

に提供されていた学習機会を全モンゴルに広げている。 
 
４－４ インパクト 
（1）ビジネスコース 

ビジネスコースは、プロジェクト目標以外に多くのインパクトを発現させている。 
第一点は、「日本的経営」を学び、会社経営に関する受講者の意識に大きな影響を与えたこ

とである。特に、「人（従業員）は育成するもの」「人を大切にし、チームワークを強化せね

ば生産性の向上につながらない」などという経営哲学が、受講者に大きな影響を与えている。

今回の調査対象となった「中小企業診断・指導コース」の受講者の多くが「コースに参加す

るまでは従業員を育てるという意識は全くもっていなかったが、コースを受講し従業員を大

切にすることの重要性を理解できた」と答えた。また、内容を実践した元受講生の多くの企

業で、生産性が向上し、売上の増加に成功している。彼らは、この意識改革がコースに参加

できて最も良かった点であるとし、従業員や家族（自分の子どもたち）にも浸透させていき

たいと述べた。 
第二点目は、「中小企業診断・指導コース」の2期生を中心に「カイゼン協会」が組織され

たことである。協会設立の目的は、①講義で受けた内容を業務に活用するため、同期生同士

で学び合う場を設けること、②研修の機会がない地方の人たちに、学習内容を伝えていくこ

                                            
8 モンゴル語でナーダムは「祭典」を意味する。もともとは宗教的な祭典であったが、現在は宗教的な意味は弱まり、3つの伝統的な
競技「競馬、モンゴル相撲、弓射」を行うお祭りとなっている。毎年7月11日の革命記念日に開催される。 
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と、であった。実際カイゼン協会のメンバーが、おのおのの企業を訪問し、改善点を指摘し

合う活動を行っているほか、カイゼン協会のメンバーが商工会議所の研修に講師として招か

れ、「5S改善活動」について講演したこともある。またカイゼン協会の働きかけで、日本人専
門家がダルハンなどの地方で短期セミナーを実施し、地方で活動する経営者の知識向上に貢

献した。 
2期生以外でもコースをきっかけに、人的ネットワークができ、ビジネスのうえでも役立て

ている人が多い。例えば建築業を営む受講者は、電気機材や建設機材の調達に際し、今まで

は電話帳などを使って業者にアクセスしていた。しかし、コース後はそれぞれの業種を営む

同期生に連絡し、早く適切な調達ができるようになったという。カイゼン協会が内規を見直

し、2006年7月からは、2期生以外でも希望があればカイゼン協会のメンバーとなることがで
きるようになり、ますます元受講生同士の意見交換が進み、コースのインパクトが拡大して

いくものと期待できる。 
第三点目として、モンゴル日本センターをモデルとして、他国が自国のセンターを文化セ

ンター型から技術協力を内含したセンター型へ形式を変えてきていることが挙げられる。こ

れは、日本センターの事業が他国からも評価されていることにほかならず、他の類似センタ

ーではみられないインパクトである。 
最後に、ITコースの修了生のなかには、既に日本向けのソフトウェア開発の仕事に従事し

ている者も多く、モンゴルITC庁の政策の変更にも大きな影響を与えていることが挙げられる。 
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成功事例その１ 

 
【フンスコンプレックス社（ハム・ソーセージ加工業）】 
従業員からの発案で開発した新商品（内臓ソーセージ）は、モンゴル国内で一躍人気商品と

なり、同社のトップ・セールスとなっている。モンゴル商工会議所から2005年の優秀商品賞と
優秀包装賞に選ばれた。さらに、餃子や肉まんなど半加工製品／冷凍食品も新たに開発・販売

を開始している。 
オユントヤ副社長は、現場の責任者である工場技術者とともに2002年にモンゴル日本センタ

ービジネスコースに参加した。「コース受講後、社員の自己能力の強化に力を入れるようにな

った。なかでも従業員の自発的な提案を促進するように心掛けている」と同副社長。また、「固

定給から出来高による給与形態への転換とボーナスの支給」「次の工程はお客様」の考え方を

徹底したところ、自分の属する工程が終わっても、次の工程を手伝うようになった。「これら

によって、従業員が仕事におけるチームワークを大切にするようになり、生産性が向上した」。

オユントヤ副社長は、コースの第1期生であるが、2期生との交流も深く、学習内容の活用な
ど今でも助け合っている。「この人的ネットワークは、ビジネスやマーケティングにも有益。

また、コースに現場責任者とともに参加したことで、現場と経営サイドの相互理解にも役立ち、

社内の取り組みの継続性が保てている。」 
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成功事例その２ 
 
【ウグージ菓子・パン社（パン、菓子製造）】 
モンゴルのパン、菓子製造業としては現在、業界トップの企業である。生産量は、1997年に

は、1日10tだったが、2003～2005年は18t、2006年には30tにまで大幅に増えた。 
同社のエンフバヤル製造部門社長（当時、現在は取締役社長）とウルズィーデルゲル会計部

長は2003年にビジネスコースを受講している。「ビジネスコースの最も役立った点は、社員の
意識改革の必要性を認識することができたこと。ここで学んだことを生かし、報酬ではなく、

おのおのが納得して自己の意識改革ができるようにさまざまな方法を取り入れている」とい

う。 
その一例が、自己能力を向上させるよう、生産工程ごとの目標と生産管理基準を決め、生産

実績・工程ロス・クレーム件数・新製品開発について、工場の技術主任が日々、評価を行って

いること。この評価結果は工程間の競争になっており、毎月最も業績の良かった部署と個人に

は賞金が出る。さらに、社員旅行で交流を深めたり、月に一度、エンフバヤル社長が全従業員

と面談し職場の問題点や新製品のアイデアを聞くなど、社内のコミュニケーションがより円滑

になるような取り組みも。 
これらにより作業工程の改善、財務会計の改良も進み、その結果として、投資に回せる資金

が捻出できるようになり、2005年には新しく製菓機械3台を購入。この機械の導入によってさ
らに、生産量が大幅に増加してきている。 
（ウグージ菓子・パン社は、2004年の新潟の中越地震被災者に対して、日本への感謝を込め

て、全社員が見舞金を出し合って送っている。） 
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成功事例その３ 

 
【Everyday社（Bridgeグループのスーパーマーケット）】 

Bridgeグループ本体は、現在10社の子会社をもっている。Everydayは子会社のひとつで、5件
のスーパーマーケットの経営を行っているほか、170～180店舗に輸入品の卸売りを行ってい
る。Bridgeは、日本に留学していた人々が集まってつくった会社であり、もともと日本的経営
についてはある程度の理解はあったという。このような土壌があったため、ビジネスコースで

学習した内容を業務に活用できる素地があったといえる。日本センターのビジネスコースに

は、Bridge Groupから各期3～4名が受講している。 
EverydayのExecutive Directorであるアルタン・ツェツェグさんも、その受講者の一人。現在

ある5件のスーパーマーケットは、小さな売店だったところを合併・発展させたものであるが
「小林先生、吉村先生やカイゼン協会の仲間のアドバイスによって、店舗間のネットワークを

生かし効率的に販売活動ができるようになった。Bridgeのもっているカフェでつくったケーキ
を、Everydayのスーパーマーケットで販売展開するようになったのも、その一例」と話す。在
庫管理についても改善活動を実施。以前は倉庫から出した段階で販売したことにしていたた

め、店舗で在庫となっていても確認できなかった。‘Just in Time’の考え方を知り、業務に導入
して不良在庫の減少に成功した。 
また、授業を受けて自社の店舗の状況把握の必要性を感じ、早速調査を実施。顧客サービス

に対する従業員の意識が低いということが分かり、3S(Smile、Speed、Sincerely)の概念を生かし
た職務別の就業規定を新たに設けた。また、店舗には「意見箱」を設置。顧客から深刻なクレ

ームが来た場合は、マネージャー及び担当者（店員）に対し、減給処分も含め対応している。

一方で、給与システムも改訂し、担当業務の内容・経験・周囲からの評判などを加味して月給

の額を決定している。また業績のよかった人には、特別ボーナスを支給するようにもした。 
「会社を発展させていくなかで、重要なのは人材である。会社はできるだけ人材の育成に力

を注いでいく必要がある」とアルタン・ツェツェグさん。「モンゴル日本センターには、既に

一度受講した人々のニーズに応えて、更に高いレベルの研修を提供してもらえることも期待し

ている。」 
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（2）日本語コース 
質の高いコースを継続的に実施した結果、直接の受益者以外からも日本語教育機関として

の高い信頼を得るようになった。 
具体例として、ウランバートル市内のある大学では、大学所属の日本語教師がモンゴル日

本センターの非常勤講師として採用されること自体が当該大学講師の優秀さを表すと受け止

められているほど、同センターの評価が高い。また、ある大学の講師は、所属大学の主任か

らモンゴル日本センターの教育実習コースを受講するように勧められている。また、企業か

らの評価に関しても、日本のソフトウェア開発企業が採用後、就業前の事前研修に「IT日本語
コース」の受講を指定しているほか、就職の際の日本語能力認定に、モンゴル日本センター

月例日本語力テストを受けることとしている。 
 
（3）相互理解促進事業 

これまで1万2,000人以上の人々が、モンゴル日本センターが開催する相互理解促進活動に参
加している。今回の調査では、これらの活動を通じて日本への理解が深まったとの意見が多

く聞かれた。モンゴル日本センターの相互理解促進事業では、各種の情報提供や「日本セン

ター・フォーラム」などのセミナーを通じ、日本の伝統・文化に対する理解の促進や、現代

日本のさまざまな情報をモンゴルの人々に向けて発信している。これらのことから、モンゴ

ル日本センターがモンゴル－日本両国間の相互理解促進の拠点となりつつあると評価できる。 
 
４－５ 自立発展性 
モンゴル日本センターのようなプログラムでは、費用回収率の低さが課題となっている。主な

要因となっているのは、日本人専門家の派遣経費が高いことであるが、それを除いたとしても、

モンゴル日本センターの費用回収率は25～30％ほどである。これは、現状、モンゴル日本センタ
ーが上げている主たる収益（歳入）源は受講料であるが、社会貢献の観点から料金を比較的低額

に抑えているためである。 
今後モンゴル日本センターの自立発展性を向上させていくために、より効果的に収入を確保し

ていくようコース運営上のさまざまな工夫を行っていく必要がある。 
 
（1）ビジネスコース 

ビジネスコースの自立発展性を考える場合、大きく分けて、①運営スタッフ、講師の現地

化の度合い、②運営資金の現状と将来的な展望、③長期的なビジネスコースのニーズ、とい

う3つの観点からみていく必要がある。 
    

1）運営スタッフ及び講師の現地化 
ビジネスコースは、日本人所長の下、実質的にモンゴル人スタッフによって運営されてお

り、既に現地化されているともいえる。ただしスタッフの就業期間は、ビジネスコースだけ

ではなくモンゴル日本センター全体において概して短い。 
センター全ローカルスタッフ（副所長含まない）の平均就業期間は2年に過ぎない。ビジネ

スコース運営スタッフの就業期間は平均2年2カ月だが、実態としてはコース主任が3年9カ月
間勤務した一方で、主任を除いた平均就業期間は1年8カ月と短い。そのコース主任も、日本
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への留学を機に2006年6月中旬に退職している。 
このような状況のもと、ビジネスコースにおいては、担当者の業務の質をどのように保っ

ていくかが喫緊の課題である。現在のビジネスコース運営スタッフ2名は、前任者と半年以上
業務を行っており、日常業務を通じてビジネスコースの運営方法を学んだ。このように引き

継ぎ期間を長めに設定するなど、余裕をもった人事計画が必要となるであろう。 
講師の現地化度合いについては、ビジネスコースの主要3コースのうち「起業家支援セミナ

ー」「若手オーナーのための経営実践セミナー」は、ローカル･コンサルタントに実施を委託

しており、既にコース実施の現地化が行われている。しかし「中小企業診断・指導コース」

は、「日本的経営」を実践的に指導することを目的としているため、モンゴル人のなかで講師

を探すことは難しく、今後もしばらくの間、日本人専門家の派遣が必要となろう。 
今回の調査のなかで、モンゴル商工会議所の教育担当より、モンゴル日本センターではTOT

コースを実施しないのかという問いかけがあったが、実際モンゴル内には、企業経営ノウハ

ウについて「理論」ではなく「実践」を教えられる講師はまだ育っていない。モンゴル日本

センターは、自己の自立発展を見据え、徐々に講師を現地化できるよう、人材の発掘及び育

成を強化すると同時に、広く講師人材の育成を実施し、モンゴル全体の講師の質の向上に貢

献していく必要がある。 
 

2）運営資金の現状と将来的な展望 
2002年10月から調査時までのビジネスコースの収入は、主要3コース及び各種セミナー等の

開催により、約3万9,000ドルとなっている。しかしこの収入では、当然ビジネスコース実施
に必要な経費（日本人専門家派遣経費、コンサルタントへの委託料、施設管理費等の事務経

費）を賄うことができていない。今後運営資金を一定程度まで自己の事業活動で賄えるよう

に、自立発展性を高めていく必要がある。 
自立発展性を向上させるためには、まずコスト削減及び収入源・機会の増加を考慮する必

要がある。しかしコスト削減することで、モンゴル日本センタービジネスコースの魅力の減

少や質の低下を招いてしまっては意味がない。短期的なコスト削減を追及するのではなく、

ビジネスコースの自立発展性を一定程度確保するためにどのくらいの収入を獲得せねばはら

ないか、また効率性と自立発展性を向上させるためにどのような投入（講師の数と質の向上、

教室数の確保、モニタリング・システムの改善、人的ネットワーク等）が必要とされるかな

ど、長期的かつ戦略的な視点をもって資金計画を策定する必要がある。 
 

3）長期的なビジネスコースのニーズ 
モンゴルの市場経済化は緒に就いたばかりであり、産業構造や経済発展の方向性等は、ま

だまだ流動的である。今回調査したなかでも、受講者からのニーズが年々変化してきている

ことが分かり、モンゴルが経済発展へ脱皮を重ねている状況が分かった。ついては、修了生

や経済団体等との情報交換を通じて、変動するコースニーズをできる限り把握し、ビジネス

コースの講義内容に逐次反映させていく更なる努力が必要である。 
 
（2）日本語コース 

日本語教育実習コース受講者から毎年数名非常勤講師を採用しており、現地講師が育ちつ
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つある。特に、人材登用システムを活用することで人材育成の効果は現れている。現講師陣

（計7名）は、専門家（1名）を除き、コース修了者となっている。 
また、現地スタッフがモンゴル日本センターで業務に就くことのインセンティブを高める

方策として、日本語コース担当者が毎週行っているミーティング、協働の教材開発などの場

を提供することによりおのおのの発意がコース運営に反映できることが挙げられる。教材に

ついても、一定の水準で授業を行うための教材が既に整備されている。 
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第５章 各分野の評価 
 
５－１ ビジネスコース 
（1）プロジェクト目標促進要因 

前章でみたとおり、モンゴル日本センターのビジネスコースは、妥当性・有効性・効率性・

インパクトの4項目において高い評価となっており、プロジェクト目標のひとつである「市場
経済化に資する人材の育成」に対し、一定の貢献をしているといえる。 
プロジェクト目標促進要因としては、まずターゲットグループのニーズとモンゴル日本センタ

ーが提供するコースの内容が合致したことである。特に3年目から業種別のクラス編成とし、サー
ビス業者へ門戸を開いたことは、折しもモンゴル全体でサービス業が発展してきている時期に重

なり、ニーズが高まった時期であった。 
モンゴル日本センターのビジネスコースは、日本的経営という独自のテーマによって、他のビ

ジネスコース・セミナーや大学機関が提供するMBAコースとも差別化した。講義内容についても、
「売れるか、作れるか、儲かるか」という経営3原則を踏まえ、「日本型経営（5S改善）」「生産管
理」「店舗管理」「労務管理」「マーケティング」「原価管理・品質管理」「財務管理」という経営の

基礎を、非常に実践的に指導したことが効果的であった。また講師として現役中小企業診断士を

迎え、講義の合間には、個別指導及び企業訪問による企業診断・指導も行うことで、知識の定着

と実践への活用を促進し得た。 
次に受講生の質が非常に高く、講義に積極的に参加しただけではなく、学習内容を自社の経営

改善に実践していることが挙げられる。これは、受講生である中小企業経営者が、自社の発展の

ための知識向上の必要性を実感し、このようなビジネスコースへの参加を渇望していたことも背

景にある。講義修了後、優秀者に対し日本研修の機会を提供したことは、講義参加への大きなモ

チベーションとなった。また6カ月間の「中小企業診断・指導コース」で生まれた受講生間の人的
ネットワークは、修了後も講義内容の復習やビジネスの場で役立っているだけではなく、周囲の

人々へモンゴル日本センターのビジネスコースを紹介するなど、同センターのビジネスコースの

高い質を保つことに貢献している。 
さらにビジネスコースの効果を高めた要因として、運営を担うローカルスタッフの人材に恵ま

れたことが挙げられる。特にビジネスコース主任は、大学で財務を専攻していたことから、ビジ

ネスコースの講義内容について理解しており、円滑な運営に貢献した。また元受講生から評価が

高かったのは、通訳である。今回インタビューをした元受講生は、商工会議所主催のドイツ人講

師による講義に参加した際、通訳の質が悪かったため内容が全く理解できなかったと話していた。

このように、外国人講師による講義は通訳の能力で決まってしまうことから、モンゴル日本セン

タービジネスコースが質の高い通訳に恵まれたことは、大きな促進要因であった。逆に、良い通

訳と出会えない場合は、阻害要因となりかねないので、今後とも良質な通訳の確保に努めるべ

きである。 
 
（2）プロジェクト目標阻害要因 

プロジェクト目標を阻害するような大きな要因はない。ただし改善すべき点としては、当初決

めた教科・内容が、4年間ほとんど変更されていないことである。これは、前述したように、「コ
ース・マネージャー」の不在期間が長く、コースの方向性や短・長期戦略を策定する人員がいな
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かったことが主な原因であるが、モニタリング・システムが脆弱で、コース改善に係る意見や提

案の吸い上げや、モンゴル経済・社会のなかでのコースの位置づけ等が充分なされていないこと

にもよる。 
    

1）モニタリング・ツールの現状と課題 
モンゴル日本センターとしてのモニタリング・システムが確立していないため、モニタリ

ング・ツール（アンケート調査、専門家・調査団報告書、講義のモニタリング等）が戦略的

に実施・活用されていない。 
コース終了後の受講者向けアンケート調査は、目的や事業へのフィードバック方法が不明

確なまま実施されているため、構成や設問内容に論理性がない。例えば、①設問が講座によ

って若干変化しているため、講座間・年度間の比較が限定的なものにならざるを得ない、②

無記名のアンケートであるが、基礎データ（職種・年齢・職位・性別等）が問われていない

ため、受講者の属性による分析ができない、等である。 
専門家報告書や各種調査団報告書をみると、類似の指摘が繰り返されていることも散見さ

れ、これらの問題に対し、モンゴル日本センター側で充分なフォローがなされていないこと

が分かる。 
各講義に関する担当者のモニタリングは、今までモニタリングの指標を設定しておらず、

担当者の能力に負っているところが多かった。しかしモンゴル日本センターのビジネスコー

ス担当者が一定期間で交代せざるを得ない現状を考慮すると、担当者によってモニタリング

の質が変化する可能性が高い。 
アンケート調査結果・各種報告書・日常のモニタリングで指摘されている課題・改善点は、

玉石混淆ではあるものの、示唆に富んだものを多く含んでいる。しかし残念ながらモンゴル

日本センターでは、これらの指摘を事業改善に充分役立てているとはいえない。 
モンゴル日本センターが、モニタリング・システムを整備し、さまざまな指摘事項を、適

宜コースの見直しにフィードバックさせていく仕組みができていれば、たとえコース・マネ

ージャーが不在でも、コースの見直し・改善作業が効率的に行われていたであろう。 
 

2）モンゴル経済・社会状況の変化とコースの位置づけ 
モンゴル政府は、経済開発による貧困削減をめざしており、外国投資の増大や制度の変化

など、モンゴルの中小企業経営者の置かれているビジネス環境は、年々変化してきている。

産業構造では、第一次産業から第三次産業（サービス業）への転換が進んでいる。これらの

変化に対し、モンゴル日本センタービジネスコースでも3年目からサービス業者向けのクラス
を増設するなどを行っている。 
しかし前述のとおりモンゴル日本センターは、ビジネスコースに関するニーズ調査を2002

年5月以降実施しておらず、モンゴル経済・社会状況の変化など、よりマクロな状況変化の把
握や、それによって変化していると思われる研修ニーズを調査していない。 
現在3つのビジネスコースは、おのおののターゲットグループが学習すべき分野を網羅する

ものであるが、講義内容や配分するコマ数などは、その時々の状況に合わせて改訂していく

必要があったであろう。 
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５－２ ITコース 
５－２－１ モンゴルのオフショア開発9を取り巻く状況 

ITコースを開始した2003年度時点のモンゴルにおけるソフトウェア産業は、 
• ソフトウェア企業数：実働20社余り 
• ソフトウェア技術者数：600名程度 
• オフショア開発を主体とした現地企業：ほとんどなし 

といった状況であった。しかし2006年現在の時点では、 
• ソフトウェア企業数：実働60社余り 
• ソフトウェア技術者数：1,000～2,000名程度 
• オフショア開発を主体とした現地企業：5社。オフショア受注額年間1億円程度 

という状況10となっている。さらにモンゴル政府はICT庁を新設し、情報通信分野の産業育成
に力を入れる姿勢をみせている。このICT庁は、2006年中にソフトウェア産業振興マスタープラ
ンを策定すべく活動しており、そのなかで日本からのオフショア開発受注を最重点事項として

取り上げる計画ももっている。事実、これに関連して、情報処理技術者試験11の2006年秋からの
試行実施や、日本のITスキル標準12を参考としたモンゴルIT技術者スキル標準の策定が検討され
ている。これらの導入に取り組んでいるIT Park13によれば、日本と同等の技術者認定試験やスキ

ル標準を適用することで、モンゴル人IT技術者のレベルを客観的に証明し、日本をはじめとす
る諸外国からのオフショア開発受注の促進を図りたいとのことであった。 
一方、世界の情報サービス産業14に目を向けると、2004年の市場規模は、米国3,607億ドル（世

界第1位）、日本1,263億ドル（世界第2位）、中華人民共和国（以下、「中国」と記す）287億ドル、
インド228億ドル、大韓民国（以下、「韓国」と記す）196億ドル、などとなっている15。まず、

米国市場であるが、インドやカナダをはじめとした英語圏諸国が既に進出しており、これから

モンゴルが参入することは難しいと考えられる。次に、中国、韓国、インドであるが、これら

の国々は、日米欧等からのオフショア開発受注に注力しているため、モンゴルのオフショア開

発市場というより、むしろ潜在的な競争相手となる可能性が高い。 
このようななかで、日本のみは言語と商習慣の壁により、英語圏の国々が参入しにくく、か

つ、大きなオフショア市場をもっている。現時点では、日本の主なオフショア開発発注先は中

国であるが、近年、日本のIT関連企業は、中国の人件費の高騰やカントリーリスクの分散のた
め、中国以外のオフショア先を開拓する傾向が出始めており、日本語能力、日本の商習慣に関

する知識、高品質なソフトウェア開発力等をもつ国・会社には十分ビジネスチャンスがある状

況が生まれている。 
以上のような状況を考慮すると、モンゴルにおいて、日本からのオフショア開発受託を促進

                                            
9  海外からソフトウェア開発やシステム運用管理を受託し、自国内のリソースを用いて開発やサービスの提供を行う形態のビジネス。 
10 モンゴルではソフトウェア産業の統計は取られていないため、これらの数字は、業界団体であるMIDAS及びICT Parkから得た予測
値である。 

11 日本のIT技術者向けの国家試験。現在、各国向けに一部ローカライズされ、アジアの10カ国で同時に実施されている。海外での合
格者も、日本の試験に合格したのと同じ扱いとする相互認証制度をもつ。 

12 IT技術者職種の種類とレベル、身につけるべきスキル、訓練すべき内容を記した標準。日本の情報処理推進機構（IPA）が策定。現
在Ver2.0が公開されている。 

13 インキュベータや、ジョブマッチング機能をもったモンゴルの国立機関。ICT庁から、ソフトウェア産業振興に関して、責任を負
わされている。 

14 ソフトウェア開発や、コンサルティングサービスなどの所謂ソフト産業。放送や、ハードウェア製造・販売は含まない。 
15 「情報サービス産業白書2006 社団法人情報サービス産業協会編」より 
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するという動きは当面の間、続くとみられ、本ITコースは現地のニーズに適合していると考え
てよい。 

 
５－２－２ モンゴルにおける高度IT技術者育成の状況 
高度ソフトウェア技術者育成は、モンゴル国立技術大学や国立大学といった高等教育機関が

行っているが、実開発に近い演習が不足しており、現地のIT企業によれば、新卒者が実務をこ
なせるようになるまでは、入社後、1～2年かかるとのことである。一方、民間の研修機関では、
CISCOアカデミー（CISCO社の製品を用いたネットワーク技術者育成訓練）以外は特筆すべきも
のはない状況である。 
本ITコースでは、プログラム言語をはじめとした要素技術の講義（E-learning含む）に加え、

一連のソフトウェア開発プロセスを実際に体験するWorkshopを提供しているが、これら講義と
同等の内容を、その一部分でも提供している訓練機関は、現時点ではモンゴル内に存在しない

模様である。既存のIT研修機関との重複がなく、かつ卒業生が全員IT関連職種に就いているとい
う点からも、本コースは独自性、有効性が高いと考えてよい。 

 
５－３ 観光コース 
モンゴルの国内総生産における農業の占める割合が低下し、製造業やサービス業の割合が増加

しているなかで、観光産業はモンゴルの成長産業のひとつとなっている。さらに、近年は相撲や

音楽、歴史などモンゴルと日本との結びつきが強まっており、モンゴルへの日本人観光客も年々

増加している。こうした状況のなか、主として日本人観光客等を受け入れる観光サービス分野の

人材育成をターゲットとする新規コースの開設に関し、その妥当性及び現地ニーズを調査するた

めの調査を2005年9月に派遣した。 
この調査の結果、①モンゴル政府は社会経済発展を導く牽引車として観光産業を捉え、開発政

策上の重点分野として位置づけている、②モンゴル観光関連団体として日本マーケットの拡大を

希望している、③モンゴル訪問者の数ではロシアや中国が多いものの、モンゴル内で支出する金

額は日本人が最も多く、日本人客の増減が外貨獲得及びモンゴル経済に少なからず影響を与えて

いる、ということが判明した。 
これを受け、モンゴル日本センターでは、モンゴルの本格的観光シーズンである6月～8月に先

立ち、2006年3月に「観光開発セミナー：日本人観光客は何を求めているのか」を開催し、日本人
観光客の動向や嗜好に関する講義や観光商品企画に関するセミナーを実施し、120名以上の参加を
得た。さらに、JICA-Netを利用したセミナー「観光振興におけるサービス業の役割：ホスピタリテ
ィとは」を開催し、観光業の経営者が多数参加した。会場の制約により、45名の参加にとどまっ
たが、応募者は100名を超えており、本分野への関心の強さが改めて示される結果となった。 
また、2006年4月には「日本語観光ガイドコース」を開催し、観光ガイドに対して日本語による

ガイドの方法や、日本人が求めるサービスとその対応といった実践的な内容の講義を実施した。 
修了生からは、モンゴルの他の教育機関では理論的な話のみだが、モンゴル日本センターの講

義は実践的で役に立つものばかりとの評価を得た。さらに、「日本語観光ガイドコース」の修了生

のなかから、実際に日本人団体旅行客のガイドを務める人材が輩出されているだけでなく、モン

ゴルの観光会社からコース修了生の紹介を求める声がセンターに多数寄せられるなどの成果を上

げている。 
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モンゴルの観光シーズン中は、観光業に従事する人材は業務にかかりっきりになり、セミナー

等に出席する余裕がないとの声が多いことから、観光コースの開催実績は上記3件のみとなってい
る。しかし、今回実施した観光コースに対するモンゴル及び日本の観光業界の反応は大きく、次

回以降の観光コース開催の日程や内容の照会も多いことから、観光コースはモンゴルのニーズに

合致したものであったといえる。 
 
５－４ 日本語コース 
ウランバートル市内の日本語教育に関する公的機関や民間機関との競合を避け、他機関では提

供していない独自性のあるコース（「映画で学ぶ日本語コース」など）を提供している。受講生の

多くは、特に実務に直結した学習目的をもっていないものの、日本語運用能力を身に付けること

がアドバンテージと考え、将来日本語を使用した分野での活躍をめざして中級以上の日本語能力

の維持、向上を学習目的としている。モンゴル日本センターの日本語コースは、その内容・レベ

ルの多様さから、そのような受講者のニーズに合致した内容を提供しているといえる。 
定員になり次第受講申し込みを締め切るという受付方法をとっているため、申し込み希望者総

数を把握することはできないが、2コースを除いて募集定員に達している。また、修了者からの評
価を聞いて申し込む受講生も多く、コース内容が評価されていることを示している。 
受益者の多様なニーズに効果的に応えているかという点については、まずビジネス日本語コー

スでは、日本語をビジネスマナーとともに学習することで、将来の就職面接や仕事上での応対を

円滑に行うために備えることができ、それを目的とした応募者が多い。また、IT日本語コースは、
IT分野の業務に直結し、日本企業への就職前の十分な準備となる内容を提供している。業務と学
習内容が直結していることから、仕事をもっている者や既に日本企業への就職が決まった者がす

ぐに応用できる内容になっている。 
モンゴルにおける日本語教師の養成に関しては、大学で行われている教師養成関連コースが理

論中心であることから、実務に生かせるコミュニケーション能力を伸ばす教育ができる教師が充

分育っていない。モンゴル日本センターでは、より効果的な教育を提供できる教師を育てるべく、

教案作成→実習→実習評価というコース構成の教育実習コースを開講している。コースは、教授

経験をもたない者には実践的な練習の場、既に教師の者に対しては再研修の場となっており、こ

の点からも妥当性は高い。 
長期コース以外にも、「履歴書の書き方講座」「漢字コース」等目的を絞った単発の事業（多く

は無料）を行うことで、時間的な制約によりコースを受講できない学習者や修了生のうち特定の

内容についての知識を更に深めたい者など、幅広い対象者を想定して事業が行われている。また、

教育実習コース終了者は、コースで学んだ教え方、アイディアなどを自身の教育現場で応用して

いることから、同コースは受講生に有益な内容を提供しているといえる。 
教授法についてはパワーポイント等の教材を使った教え方を採用しているとともに、他機関に

はないビジネス日本語コースの存在によって、受講生及び修了生の評価は高い。各コースの受講

者数とも減少することはなく、修了率も約70％を維持している。さらに、モンゴル日本センター
ホームページ（HP）上でラジオ日本語講座のストリーミング開始後、センターHPアクセス数は2
倍に増加している。 
人材登用システムとOJT（On the Job Training）については、教育実習コース修了者から優秀な人

材を積極的にセンターの講師として登用し、引き続きOJTを行うという効率的な人材確保・登用シ
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ステムが構築されている。この背景には、モンゴル日本センター日本語コースを担当できる教授

能力を有した教師の確保が困難であり、確保のためにはセンター自ら教師養成をしなければなら

ないということがある。 
教材作成においては、一定水準で、講師の教授能力に左右されない授業を提供することを目的

として、派遣専門家主導でパワーポイント（PPT）教材が作成された。さらに、教材作成ノウハウ
も現地スタッフに受け継がれ、ただし、一部授業では、PPT教材が充分かつ効果的に活用されてい
るとはいいがたく、課題が残る。 

 
５－５ 相互理解促進事業 
日本とモンゴル両国の相互理解の促進等を目的として、これまで定期映画会やIT折り紙教室、

日本文化紹介、日本センターフォーラム（市民講座）等の活動を計153回開催し、延べ人数で約1
万2,031名の参加を得ている。 
今回調査では、モンゴル日本センターが所有しているメーリングリストを用い相互理解促進事

業の参加者へのアンケート調査を行い、62通の回答があった。 
アンケート結果によれば、相互理解促進事業に参加したことがある回答者のうちの約95％が「同

事業に参加することで日本への理解が深まった」と答えており、なかでも「映画や異文化（日本

文化）交流を通じて、日本の歴史や日本人の生活を知ることができた」という回答が多くみられ

た。このことからも、相互理解促進事業が、モンゴルの人たちの日本の社会や文化への理解促進

の一助となっていることが確認された。モンゴル内にある日本の政府機関として日本大使館と

JICA事務所しかないという状況のなか、センターの相互理解促進事業は、モンゴルに対して日本
の社会・文化等の情報を提供する機会として重要な役割を果たしており、そのインパクトは大き

いと考える。 
しかし一方で、モンゴルの社会や文化などの情報の日本への提供という面での活動はほとんど

行われていない。これは、モンゴルの在留邦人が少ないこと等が原因として考えられるが、相互

理解という観点からみると、モンゴルの情報の提供に関する活動が不十分であったといわざるを

得ない。アンケートでも、相互理解促進事業の参加者より、日本人とモンゴル人との交流の機会

がほしいとの要望が多く挙がっていることから、日本に関する情報を提供するだけでなく、日本

人とモンゴル人との直接的な交流を通じた相互理解の機会の提供も検討すべきだったと考える。

さらに、相互理解促進事業の参加者のうち、約30％の人が相互理解促進事業の実施をモンゴル日
本センターに来館した際に偶然知ったと回答していた。モンゴル日本センターは、その性質上、

何らかの形で日本に対する興味や関心を有する人たちが訪れる場所であるが、相互理解促進事業

は、これまで日本に対する興味や関心が必ずしも高くない人たちに対し、日本の文化や社会を気

軽に感じてもらえる活動であるといえることから、モンゴル日本センターへ来館したことのない

人達に対する広報や宣伝方法を今後検討すべきと考える。 
 
５－６ センター運営 
モンゴル日本センターでは、日本人専門家が所長、モンゴル側カウンターパートが副所長とい

う体制にて運営を行っている。また、モンゴル日本センターのナショナルスタッフはすべてJICA
の費用にて雇用しており、その数は現在13名。これまで22名を採用しているが、うち10名が留学
等の理由で退職している。 



－33－ 

日本人専門家の指導の下、ナショナルスタッフは定型的な業務を各人で実施できるような体制

になっており、特に相互理解促進事業に関しては、主任となっているナショナルスタッフが主担

当となっている。また、日本語コースについては初級クラスなど複数のクラスをナショナルスタ

ッフが教える体制を構築しており、事業運営へのナショナルスタッフの関与度は高いといえる。

さらに、最近では、モンゴル日本センターへの日本からの要人訪問の際に、ナショナルスタッフ

が日本語でモンゴル日本センター施設案内を行うようになっており、その説明内容や対応につい

ては毎回高い評価を受けている。加えて、モンゴル日本センター図書室でのナショナルスタッフ

の対応やサービスに対しては、モンゴル内の他の図書室と比べ最も素晴らしいとの評価も多く聞

かれており、モンゴル日本センター全体の評価を高めている要因のひとつとなっている。 
これらは、モンゴル日本センターは日本の象徴との認識のもと、モンゴルの一般習慣としては

厳しいと思われる勤務規定を定め、これを遵守するよう指導していることや、毎朝の朝礼やスタ

ッフに対して行っているビジネスマナー講習などの成果の現れであると考えられる。このように

ナショナルスタッフは、平均在職年数が短いなか、日本人専門家の指示によるところはあるもの

の、一定の業務を実施できる体制を整えていることは評価すべきと考える。 
他方、今回調査団が実施したナショナルスタッフのインタビューでは、大学や大学院を卒業し

日本語が話せる人材の一般的な給与水準と比較して、現在のモンゴル日本センターの給与水準は

低いとの不満が聞かれた。これは、将来的なモンゴル日本センターの自立発展性を考慮し、給与

水準を低く抑えていることによる。しかし、比較的規模の大きいモンゴルの民間企業と比較して

も、現在のモンゴル日本センターの給与水準が低いというケースがみられることから、優秀な人

材の確保という観点に立ち、給与水準の改定を検討すべきと考える。 
また、インタビューにおいて、ナショナルスタッフより「せっかくモンゴル日本センターに勤

務しているにもかかわらず、日々の勤務があるためセンターで実施しているビジネスコース等の

講義を聴くことができないのが残念」との声も多く聞かれた。昼間に実施するビジネスコース等

の聴講は通常勤務時間との関係から難しいと考えるが、スタッフのキャパシティビルディングの

一環として、ナショナルスタッフ育成のための研修制度・計画を作成し実施するなかで、スタッ

フの講義の参加についても検討すべきと考える。 
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第６章 教訓・提言 
 
６－１ ビジネスコース 
（1）コースデザイン 

これまでみてきたように、モンゴル日本センターのビジネスコースは、多くの受講生の経営

意識を改革し、売上や生産効率の向上という直接的な効果を既に発現させていることから、大

変有効性が高いものであったといえる。この成功要因は、ターゲットグループ設定の妥当性の

高さ、「日本的経営」という独自のテーマ、あくまでも「実践」にこだわった講義内容と指導

方法にあった。今後ビジネスコースの内容を検討する際も、これらの点を踏襲したうえで、コ

ースデザインを検討すべきである。 
今回の調査では、多くの元受講生から、現在の「中小企業診断・指導コース」を残しつつ、

上級クラスを新たに設置してほしいという期待が多かった。また何名かの元受講生からは、座

学だけではなく現場視察を含めたケース･スタディも取り入れたらどうかとの提案があった。

またその際には、自社を題材として提供してもよいと協力を申し出ている。そのほか、商工会

議所の研修担当からは、Training of Trainers（TOT）の実施について質問があったほか、日系企
業からは、コースに含まれている教科ごとに担当者を送りたいという希望が聞かれた。 
専門家報告書では、コース受講者の業種・職位の違いにより、必要となる教科が異なってく

ることから、「基本科目」［組織・戦略論、マーケティング、労務管理（HRM）、財務管理、経
理、情報管理］と「専門科目」［生産管理（工程）、生産管理（品質）、生産管理（原価）、店舗

管理］を対象者別に分け、コースデザインをしていくことが提案されている。 
コースデザインを検討する際は、今回の調査を通じ得られたさまざまな意見や、専門家報告

書等で提案されている内容を検討すると同時に、受講期間（時間数）・クラス定員・受講料等

についても見直し、自立発展性の改善を図る必要がある。 
 
（2）モニタリング・システム 

プロジェクト目標阻害要因でみたように、モンゴル日本センターのモニタリング・システム

は充分に整備されているとはいえない。まずは、モニタリング体制（目的の明確化、担当者及

び責任者の任命等）を整備し、モニタリング・システム（フィードバック方法の整備、年間活

動計画の策定等）の強化を図っていく必要がある。そのうえで、モニタリングの目的に従って、

現状あるモニタリング・ツール（コース終了後のアンケート、ローカルスタッフによる授業内

容のモニタリング等）について、効率的・効果的にモニタリングができるよう内容を見直すべ

きである。 
また、専門家報告書、各種調査団報告書等の問題点の指摘や改善提案についても、モニタリ

ング担当者が中心となって、因果関係の分析や改善の実現可能性の検討を行い、適宜事業改善

にフィードバックしていくようにシステム化する必要がある。 
 
（3）受講後のフォローアップの充実 

今回の調査において、受講後のフォローアップの改善を求める声が多数聞かれた。多くの元

受講生は、受講した内容を業務に活用する時点で不明確な点や疑問点が出てくるが、現在は受

講時のノートを見たり、同期生同士で話し合ったりして解決に努めているという。しかし、そ
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れだけでは充分な解決となっていないのでモンゴル日本センターに受講後のフォローアップ

方法を改善してもらいたいとの期待が大きい。 
この対応策として、元受講生を対象とする上級コースの新設も有効であるが、各種コースの

講義の様子を録画し、モンゴル日本センターの図書館等で閲覧できるようにすることや、ビジ

ネス関係の書籍を図書館に入れることなども必要である。またTOTの実施により、日常的なコ
ンサルティングができるよう、ローカル人材の育成を図ることも重要である。 

 
（4）他ビジネスコース・プロバイダーとの連携 

モンゴル日本センターは独自のコースを提供しているため、商工会議所、MONEF、大学
（MBAコース）等のビジネスコースとは差別化されている。しかしお互いに実施しているコ
ース・セミナーについての情報交換や、他のプロバイダーの講師の研修（TOT）や実践講座等、
お互いの強みを補完し合える可能性があることから、プロジェクトの効果・効率性を高めるた

めにも、そうした連携を模索すべきだろう。 
 
（5）広報活動の拡大 

現在は、原則として新聞公報とセンター内の広報のみで受講生の募集を行っているが、常に

定員を超える応募がある。このなかで、「中小企業診断・指導コース」の参加者の7～8割が、
知人・元受講生からの紹介であった。 
しかし一方で、「新聞公報の場所が目につきにくいところにある」との指摘もあり、モンゴ

ル日本センタービジネスコースを必要とする人々に情報がいきわたっていない可能性が懸念

される。今後は新聞以外の媒体の活用も視野に入れ、広報戦略を検討する必要がある。 
 
（6）人材と収入の確保 

ビジネスコースの自立発展性を高めていくため、人材と収入を安定的に確保していく必要が

ある。人材の確保に関しては、コース運営に携わるモンゴル日本センターのローカルスタッフ

及びビジネスコースの講師となる双方に関し安定的な確保が必要である。モンゴル日本センタ

ーのローカル人材の安定的な確保は、海外留学、給与、福利厚生、プロジェクト終了後の就職

等の課題に対し、プロジェクト全体で取り組むべき問題である。 
モンゴル日本センターのビジネスコースは、「日本的経営・戦略を実践的に指導する」とい

う特色によって、他と差別化している。しかし現在モンゴルには、「日本的経営・戦略を実践

的に指導」できるローカル人材がいない。今後もモンゴル日本センターのビジネスコースをこ

れまでどおり実施していくのであれば、新たに人材育成をしていかざるを得ない。そのために、

人材発掘を視野に入れたTOTコースの新設や、講師育成のための本邦研修の実施、日本人講師
のアシスタント（OJT）など、人材育成の長期戦略を早期に検討していく必要があろう。 
収入に関しては、コースの多様化によるコース数の増加と授業料の値上げ、ローカル人材の

活用、教科書・副教材の販売等が考えられるほか、ビジネス・経営関係の資格試験をモンゴル

日本センターで請負うなど、手数料収入を得られる方法も模索できるであろう。ただしモンゴ

ル日本センターが、日本のODAの一環として実施しているプロジェクトであることから、収
益事業については単に利益を追求するだけにならないよう慎重に検討せざるを得ないであろ

う。 
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６－２ ITコース 
（1）ニーズの先取り 

本コースは、モンゴルにおいて日本向けソフトウェア輸出がほとんど行われていない時点で

企画され、その核となる中堅技術者を数名育成できればよいという考えの下に開始された。実

際、修了生23名中14名が日本向けソフトウェア輸出関連の仕事に就いていることからすると、
一定の成功を収めたといえよう。これはモンゴル日本センターの現地関係者の努力に負うとこ

ろが大きいのはもちろんであるが、加えて、現地ニーズの方向性に合致していたということも

見過ごせない。ITは進歩の早い分野であることから、今後もコースを有効なものとしていくに
は、扱う要素技術（例：プログラミング言語や開発手法の種類）や、対象受講者層も適宜検討

し、常にニーズを先取りしたコースの提供を心がける必要がある。具体的には、シニアITエン
ジニアコースの場合、現時点ではニーズに合致しているものの、現地ソフトウェア産業の発展

状況や、IT分野の技術進歩、民間で同様のコースが実施され始めたかどうかなどを勘考しつつ、
縮小・廃止を含め、適宜内容の見直しを行っていくことが求められる。また、日本向けオフシ

ョア開発産業の萌芽がみられる現在、同分野に関心をもつIT企業経営者を対象とした日本市場
向けマーケティング方法や、経営戦略、技術戦略などを扱うコースは潜在的なニーズがあると

予想され、コース新設も検討に値すると思われる。 
 
（2）コース運営方法の検討 

本コース後半に行われるシステム開発Workshopでは、落第する受講生はおらず、各自
Workshopに集中し、講義時間外の時間も利用して学習する者もいた。その一方で、受講生は、
コース前半の基礎的な講義を軽視する傾向があり、ドロップアウトする者や、目標とする知識

レベルに到達しない者もあった。基礎的な講義において、理解度テストの実施、質疑応答の機

会提供、小規模な演習の開催などといった細かなサポートを手厚くできれば、Workshopで、
より高度で実践的な内容を扱うことができると考えられる。また、受講生のなかからは、参加

者の技術レベルにばらつきがあったため、講義内容が技術の低い受講生に引っ張られてしまう

という声もあった。本コースの対象者がもっているべきスキルの基準と、目標とする到達レベ

ルを明確にし、受講希望者にはスクリーニングのための試験を実施することも必要と考えられ

る。これら、きめの細かいコース運営は、現有のセンタースタッフだけでは困難であり、日系

の現地IT企業への業務委託などといった方法も、今後、検討に値すると思われる。 
 
（3）権威のある修了証書発行方法の検討 

過去2回のITコース卒業生は、人数が少ないこともあり、就職・転職に関して特に問題はな
かったが、将来的には、客観的に卒業生のITスキルレベルを証明できる「権威ある修了証書」
の発行が、卒業生の就職に有利に作用すると考えられる。例えば、5-2-1節で述べたように、
ITスキル標準がモンゴルに導入されるのであれば、それに沿った形にコース内容を微調整し、
モンゴルのしかるべき組織（例：IT Park、商工会議所）と連名で、修了証書を発行すること
なども検討すべきだろう。 
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６－３ 日本語コース 
コースの教授・運営に携われる現地講師の層を厚くしていく。予想外の外的要因により人材確

保が充分であるとはいえない。今後のさまざまな外的要因に対処するためには、講師の層を厚く

していくことが急務である。 
引き続き質の高い教育を提供できる教師を育成するだけでなく、更にコース開発やコースデザ

イン作成に寄与できる能力をもつ講師を育成する。 
 
（1）人材養成 
・コース開発やコースデザイン、人材養成を派遣専門家に代わってできるインストラクター

となりうる人材が求められる。 
・OJTをより効果的に行う工夫が求められる。現地スタッフや非常勤講師に対し、専門家が積
極的に共同作業や助言をするなどを引き続き行い、かつ、授業実施経験を教師としての成

長に生かすための適切なフィードバックなどが必要であると考える。 
 
（2）コース開発・改善 
・受講生募集時に動機を聞いたり、終了時アンケートを活用するなど、潜在的なニーズや受

講生の声、動向の変化を継続的に観察し、受講生の利益を踏まえた効果的なコースを維持

する。 
・数年以上の経験をもつモンゴル人教師やモンゴル日本センター教育実習コース修了者を対

象に、教師の日本語能力・教授法を向上させるための短期ブラッシュアップセミナーを実

施し、フォローアップしていくことも有効だと考える。 
 
（3）運営改善 
・年齢や社会的立場など受講生の多様性が原因で、受講生に充分な満足を与えられていない

場合がある。受講希望者の日本語能力によって受講の可否を決めていること、また、1期に
1クラスしか開講していない現状でどのような手当てができるか検討する必要があると考
える。 

 
６－４ 相互理解促進事業 
相互理解促進事業はこれまで、モンゴルの人々に向けて日本の情報を発信することに力を入れ

てきた。しかしながら両国の相互理解を進めるためには、双方向の情報発信が必要である。この

観点から、①モンゴル在住の日本人や日本人観光客向けに初級モンゴル語講座を開く、②モンゴ

ル在住日本人に向けたモンゴル文化紹介イベントを開く、③モンゴルの人とモンゴル在住日本人

との交流会を開催する、などといった取り組みも求められる。また、日本への留学を希望してい

るモンゴル人学生が非常に多いことから、学生に対する詳細な留学情報を提供すること、更には

日－モの大学間連携への橋渡しを行うことも検討すべきであろう。 
 
６－５ センター運営 
（1）プロジェクトの年間計画策定並びにモニタリング 

ビジネスコース・セミナーに参加した経営者等からは「年度当初など事前にセミナーの年
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間計画を知らせてもらえれば、もっとセミナーに参加しやすくなるので、ぜひ事前に計画を

知らせてほしい」との要望が寄せられた。参加者のニーズに応えるためにも、セミナーに限

らず、すべてのコースにおいて詳細な年間計画を策定し周知することは重要である。また、

コースの継続的改善のために、活動の進捗モニタリングをしていくことが不可欠である。 
 
（2）受講料収入の活用 

現在、受講料収入の大半を貯蓄しているが、将来的なモンゴル日本センターの自立運営を

考慮した場合、収入増加をめざした収入源の開拓を行うとともに、現在の収入を運営経費の

一部に充当し、運営経費に占める自立採算性を高めていくべきと考えられる。また、ビジネ

スコースやITコース、観光コース等の実施コース数の増加に伴い、モンゴル日本センターの
収入も徐々にではあるものの増加していることから、受講料収入の取り扱いについても再度

検討を行う必要があると考える。 
 
（3）センタースタッフの人材育成 

センターでのOJTや日本での研修を通じ、スタッフはそれぞれの能力を向上させている。し
かしながら、全体としてはスタッフの技能は、自分たちだけでセンターを運営・管理するに

は不十分であり、特にビジネス分野での経験不足は否めない。これはモンゴル日本センター

の場合は経験を積んだスタッフが日本に留学してしまっているケースが多数起きていること

にも起因しているが、モンゴルでは一般的に、能力が高い学生は留学に出てしまうため、セ

ンタースタッフの留学を避けることは困難なのも事実である。しかしながら、それによって

業務に支障が生じないよう、研修計画を策定のうえスタッフを効率的に育成するとともに、

計画的な採用を行うことが必要であると考える。 
 
（4）他の機関との関係強化 

センター運営の質は全体的に高く、利用者からは高い評価を得ている。しかしながら、活

動のインパクトを拡大していくためには、モンゴル経済団体連合会やモンゴル商工会議所等

の関連機関との連携を強化していくことが必要。加えて、センター活動を強化・多様化する

ためのリソースとなり得る在留邦人との関係も強めていくことが望まれる。 
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第７章 評価結果総論 
 
今回の調査の結果、①モンゴルの市場経済化に資する人材を育成する、及び②モンゴルと日本

の相互理解の促進、という本プロジェクトの目標は、実践面に力点を置いたビジネスコース、ラ

ジオ講座もある日本語コース、さまざまな交流イベントを行ってきた相互理解促進事業を通じて、

効率的・効果的に達成されつつあることが確認された。 
特にビジネスコースに関しては、修了生がコースで学んだことを自社の経営に生かして業績を

大幅に向上したケースが多数みられるほか（インタビューした経営者の8割以上）、修了生が「カ
イゼン協会」を設立して「日本的経営」を自分たちで普及していることなど、さまざまなインパ

クトが生まれている。 
また、日本紹介の資料を備えた図書館があり、かつ日本文化を題材とした交流イベントを実施

してきたことなどから、訪問者は既に40万人を超えており、モンゴル日本センターは日本理解者
を確実に増やしてきている。 
一方で、モンゴルビジネス界のニーズは多様化・高度化しており、日本に関する情報ニーズも

高まっているなど、モンゴル日本センターへの期待は更に大きくなっている。モンゴル日本セン

ターは既にモンゴルにおける「日本の顔」としての地位を築いているものの、これらのニーズ、

期待に応えていくためにも、これまでの活動で得た教訓を反映させながら、一層の発展をさせて

いくべきと考える。また、モンゴル側だけで同センターを運営することは、財政面、技術面から

も現時点では困難である。以上の点から、本プロジェクトは目標の趣旨に照らし、第1フェーズの
成果を発展的に拡大していくためのフェーズ2の実施が必要と思料される。 
 



付 属 資 料 

 

１．終了時評価調査団ミニッツ 
 

２．ビジネスコース修了生インタビュー結果 

















































 

 

２．ビジネスコース修了生インタビュー結果 
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訪問機関 企業訪問：Khuns Complex（ハム・ソーセージ加工業） 

日時 ６月１７日（土）１２：３０～１３：４５ 

出席者 副社長 Ms Oyutuya  

（三宅、通訳）                 

Ｑ１：講義内容を業務の「カイゼン」へどのように活用しているか？ 

• コースには、現場の責任者である工場技術者とともに参加した。このことは、講義内容を業

務に活用していく際に非常に有効となっている。 

• コース参加後、わが社では社員の自己能力の強化に力を入れるようになった。なかでも従業

員の自発的な提案を促進するように心掛けている。具体的には、次のとおりである。 

 固定給から出来高による給与形態への転換とボーナスの支給。 

 「次の工程はお客様」の考え方を徹底したところ、自分の属する工程が終わっても、

次の工程を手伝うようになった。 

 従業員からの提案を受けた新商品の開発。 

 

 Ｑ２：どのような変化があったか？ 

• 給与形態の変更と「次の工程はお客様」の考え方の導入によって、従業員が仕事におけるチ

ームワークを大切にするようになり、生産性が向上した。 

• 従業員からの発案で開発された新商品（内蔵ソーセージ）は、人気商品となり、わが社のト

ップ・セールスとなっている。また 2005年に商工会議所から優秀商品賞を受賞した。 

• 現在は、半加工製品／冷凍食品（餃子や肉まんなど）を開発し、生産・販売を行っている。

 

 Ｑ３：継続性を保つための工夫 

• コースに現場責任者とともに参加したことで、継続性が保てていると思われる。また現場と

経営サイドの相互理解にも役立っている。 

• また従業員の平均年齢が他社に比べ若く、離職率が低いので、「カイゼン活動」の定着が図れ

るものと思われる。 

• コース講師の先生方、JICA関係者、JMCスタッフが、継続して視察に来て、指導してくれて

いる。 

• 自分はコースの第１期生であるが、２期生（特に「カイゼン協会」のメンバー）との関係が

深く、学習内容の活用など今でも助け合っている。この人的ネットワークは、ビジネスやマ

ーケティングにも有益であった。 

 

 Ｑ４：コース改善のための提言 

• 座学だけではなく、現場で具体的な例を挙げながら指導するようにすれば、更に実践的な講

義となると思われる。 
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 Ｑ５：今後コースで取り上げるべき研修テーマ 

• モンゴル政府は、本年（2006年）９月より食品加工業の生産工程について、監視の強化を行

っていくとしている。特に輸出向けの品質管理について、研修を実施されるとよいと思う。（例

えば HACCPなど）。 

• ただし、HACCPなどの規正を遵守するためには、相当の投資が必要であるため、現実的には

なかなか難しい面もある。 

• 現在わが社では、原材料をヨーロッパから輸入し、社外にも販売しているが、相手先がそれ

らの材料の取り扱いに不慣れなため、取り扱い方法／技術も同時に指導している状態である。

それらの技術を指導してもらえる研修があるとよいと思う。先日、米国国際開発庁（USAID）

がロシア向けに実施している食品加工技術者向けの研修に参加した。これはアラスカの食肉

加工工場で実施されたものであり、現在わが社の研修ニーズを満たすものであった。 
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訪問機関 受講者へのインタビュー「若手オーナー実践セミナー」 

日時 ６月１７日（土）１６：００～１７：００ 

出席者 Ms Khulan：Sogoo Nuur マネージャー 

Ms Uyanga：Mahayana（仏教センター）マネージャー 

（三宅、通訳） 

【注】Ms Khulanは、若手オーナー実践セミナー（１期）、中小企業診断・指導コース（４期）の両方

のコースを受講。会計・財務のバックグラウンドをもつ。Ms Uyangaは、起業家実践セミナー及び若

手オーナー実践セミナーを受講している。NGO 職員として、貧困女性の収入向上事業を手掛けてい

ることから、経営全般について学びたいと考えている。 

 

 A. Ms Khulan 

Ｑ１：講義内容を業務の「カイゼン」へどのように活用しているか？ 

• ５Ｓ活動を業務に導入している。 

 

 Ｑ２：どのような変化があったか？ 

• 整理・整頓ができるようになり、「必要なものが、いつでも、あるべきところにある」状態

となり、業務の効率性が高まった。 

• 印刷業は、ゴミが多く出る業種であるが、社内を清潔に保つ習慣がついた。 

• 製品の品質を向上させることに気を配るようになった。 

 

 Ｑ３：継続性を保つための工夫 

• 清掃計画を立て、順番に実施する。 

• 良い態度で業務を行っている社員を褒めるなど、声かけを行う。 

 

 Ｑ４：コース改善のための提言 

  ① 若手オーナー実践セミナーに対し 

• 日本のデータを使っているが、日本とモンゴルの経済レベルが違うので比較しにくい。自分

たちが比較・検討できるようなデータにしてほしい。 

• セミナーで使っている事例は、スーパーマーケットのケースが多く、わが社の問題点とあま

りかかわりがなかった。他分野の事例も適宜使ってもらいたい。 

• セミナーの内容に対し、研修期間が短すぎる。 

• ５Ｓ活動については、受講者からの希望でコースとは別に、１日間の研修を行った。 

  ② 中小企業診断・指導コースに対し 

• 生産管理や財務管理について、内容が難しいと言っている受講生もいたが、自分はそれほど

とは思わなかった。そういう受講生は出席率が悪い場合が多いと思う。 

 

 Ｑ５：モンゴル人講師による研修運営 

• 受講生は、まずどのような講師陣がいるのかを確認し、応募してくる。自分は日本人講師が

いることで応募した。しかし、モンゴル人講師でも経験豊富な人であればよいと思う。 
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• 今回のコースでは問題がなかったが、外国人講師の場合は、通訳の良し悪しが問題となるこ

とが多い。以前参加した商工会議所主催のビジネスコースは、ドイツ人講師による講義であ

ったが、通訳が講義内容を理解していなかったため、内容がよく理解できなかった。 

A. Ms Uyanga 

Ｑ１：講義内容を業務の「カイゼン」へどのように活用しているか？ 

• ５Ｓ活動を業務に導入している。 

• チームワークを向上させるため、管理職から掃除担当者まで、全スタッフのコミュニケーシ

ョンを取るようにしている。 

 

 Ｑ２：どのような変化があったか？ 

• 整理・整頓ができるようになり、「必要なものが、いつでも、あるべきところにある」状態

となり、業務の効率性が高まった。 

• また受益者（貧困層）のためのサービス・ステーションの整理・整頓が改善した。 

• あまりお金をかけられないが、スタッフの誕生日パーティなどを開催してコミュニケーショ

ンを図るようになった。 

 

 Ｑ３：継続性を保つための工夫 

• 特になし。 

 

 Ｑ４：コース改善のための提言 

• もっと内容を深く知りたかった。 

• セミナーの内容に対し、研修期間が短すぎる。 

 

Ｑ５：その他 

• モンゴル日本センターにはビジネスコース以外の施設（図書館）や日本に関する情報などが

多くあることを知り、周囲の人にもセンターを紹介したところ、多くの友人がセンターを訪

問するようになった。 

• ビジネスコースの費用は、非常に安価で内容もよく、我々の経済レベルでも参加しやすい。

このままのサービスを続けてほしい。 
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訪問機関 受講生インタビュー「中小企業診断・指導」（３期生） 

日時 ６月１９日（月）１１：３０～１２：３０ 

出席者 Ms Otgon: PiCi 皮製品製造加工業 社長 

Ms Oyunchimeg: Mongol Khatgamal 刺繍 社長 

Mr. Olonbaatar: Anshin 小売販売業 副所長 （三宅、通訳） 

A. Ms Otgon: PiCi 皮製品製造加工業 社長 

• 工場は注文に応じて生産していたが、コースで得た知識を活用して、工程の管理を厳格に

したところ、生産量が２倍に上った。 

• 現在倉庫の整理ができておらず、在庫の把握が困難になっている。そこで、近い将来「５

Ｓ改善活動」も導入する予定である。 

• コース終了後の復習やレベルアップを行う機会を増やしてほしい（例えば聴講生など）。 

• 日本での研修では関係する工場で研修を受けたい。 

 

 B. Ms Oyunchimeg: Mongol Khatgamal 刺繍 社長 

• 年間売上高が、2001~2003年には 6万 Tgであったところ、研修を受講してから年 110万

Tg.に増加した。 

• 新たに導入した技術とその効果は、以下のとおり。 

 ３つの工程ごとに品質管理のチェックを行い、どの工程に問題があったのかを明

確にし、品質と工程のロスを減少させることができた。 

 時間厳守・品質管理・材料の無駄を防ぐ・職場のコミュニケーションをよくする

などの管理も行っている。 

 倉庫を整理し、在庫管理がしやすくなった（在庫管理、５Ｓ改善）。 

 現在原料はすべて北京から輸送されている。そのため、注文があると在庫を確認

し、注文に応じられるだけの材料を北京から買い付けることとしている (Just in 

Time)。 

• 競争相手はモンゴルにない。１社モグリで行っている会社がある。 

• 会社規模は 17 名。給与は 10 万 Tg～16 万 Tg である。最近注文が切れずあるので、みん

な休み返上でやっている。このような厳しい労働環境であるため、みんな長続きせず、２

～３カ月で辞めていく人もおり、これが悩みである。 

• 継続運転が可能となっているため、経費が減少した。 

• 財務管理の吉村先生が企業訪問に来たほか、JICA／センターからも２、３回視察に来られ

ている。 

 C. Mr. Olonbaatar: Anshin 副社長 

• 研修の内容は大変よかった。 

• 今後も日本人講師によるコース運営をお願いしたい。 

• 加藤先生の店舗管理の授業が一番有効であった。特に椅子と机の高さのバランスや厨房面

積と客席面積の差などの知識を得、コースが終了したあと、市内３カ所に新たにレストラ

ンや喫茶店を経営している。 
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訪問機関 受講生インタビュー「中小企業診断・指導」４期生 

日時 ６月２０日（火）１０：００～１１：００ 

出席者 Mr. Munkhchuluun: Deren Auto Service社長 

Mr. Enkh-Amgalanbaatar: Altai Saikhan社長 

（通訳、三宅） 

 

A. Mr. Enkh-Amgalanbaatar: Altai Saikhan へのインタビュー 

 ※横浜国立大学に留学していたため、日本語が堪能。インタビューは通訳を介さず、日本語で行っ

た。 

• ３期生であった上司に紹介され、コースに参加した。 

• コースに参加することによって、会社とは社会貢献の一部であり、社会に対する責任があ

るということを深く理解した。コースを受講することによって、従業員を大切に育成する

とともに、彼等の待遇や保証のあり方について考え直す機会となった。 

• 小林先生から教わった「次の工程はお客様」という考え方は、単にビジネスのなかだけで

はなく、家庭や子どもたちにも引き継ぐべき自分の「人生哲学」となった。 

• 「５Ｓ改善活動」について：５Ｓ改善とともに、３Ｍ（無駄・無理・ムラ）について学び、

会社全体の意識改革を始めた。 

• セールスマンが販売先の拡大を行っていくためには、一度・二度の訪問ではなく「ねばり

強い販売」が必要であると知り、販売社員の教育を行っている。 

• 生産管理で教えてもらったWork Samplingは、従業員の業務態度をチェックするのに役立

っている。他の受講者もこの手法は、非常に有効であると活用している人が多い。 

• マーケティングでは、ターゲットグループを絞ることの重要性を知った。今まで漠然と宣

伝を行っていたが、効果的・効率的ではなかった。今後顧客のデータベースをつくり、商

品に合わせて宣伝の的を絞り効率性を向上させていく予定である。 

• 店舗管理については、店舗の透明性を高め、外から中が見られるようにするため、この秋

に改装を行う予定となっている（その際の内装は、Mr. Munkhchuluunの会社にお願いして

いる）。またわが社はビルの３階にあるが、客の誘導をよくするため、階段の幅を広くし、

上がりやすく改修した。 

• 品質管理では、７つのツールについて学んだ。試みにわが社が経営するレストランで、ホ

ットドッグをつくっている人に１日の販売個数とホットドッグの重さを量らせた。結果ホ

ットドッグはつくる人の気分によって重さが違い、品質に大きなブレがあることが分かっ

た。この実験によって、ホットドッグの重さの許容幅を明確にすることができ、つくって

いる人にも品質の均一化の必要を認識させるよい機会となった。その後ホットドッグ以外

にも導入し、品質管理とコスト削減に役立った。 

• 財務管理では、資金の回転率の重要性が分かった。わが社で経営している事業の回転率を

計算したところ、業種によって回転率が大きく違うことが分かった。例えばスーパーマー

ケットの回転率は高く、不動産賃貸業の回転率が低いなど。これによって今後資本を効率

的に回していくためにはどうすればよいかを考える機会となった。 

• 労務管理では、従業員の業績を数値化する試みを始めた。担当する管理職に従業員の業務
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を数値化させ、給料に反映させる仕組みをつくった。 

• コースの内容には無駄がなく、すべてが実践的で大変有益であった。 

 

B. Mr. Munkhchuluun: Deren Auto Service へのインタビュー 

• 1997 年に自動車整備の仕事を始めた。1999 年より２年間中国に留学し、語学の学習と人

的ネットワークをつくり、2005年 1月より、業務を自動車整備から建設業まで拡大した。

• わが社では、品質管理に最も力を入れており、「安く・高い技術の提供」をモットーとして

いる。自動車整備業では、フロントガラスの取り付け業務のみ行っている。フロントガラ

スは工場価格で販売し、取り付けのサービス料のみ取っているため安い。また他社とは違

い、接着剤を定着させるため、必ず一泊預かることで高い技術を保証し、お客様の満足に

応えている。このため、６月１日までの車検時期になると、繁忙を極める。 

• 昨年（2005年）は、ウランバートルに親会社が手掛けた高級マンションに、建設会社の１

社として参加した。そのため、従来の自動車整備業とは別に、80名の技術者を別に雇用し

た。初めての経験であったため、労務管理や品質管理など、コースで学習した内容をノー

トを見ながら活用した。 

• 労務管理では、人材の育成と給料体系の改善に取り組んだ。 

• 財務管理は今まで担当者に任せっきりであったが、このコースによってバランスシートや

貸借対照表の数字の意味が理解できるようになった。また、コースで「健全な B/S、P/L」

の例を勉強したので、これを検討材料として、わが社の財務状況を確認することができて

よかった。 

• ただし、品質管理・生産管理・財務管理は、日本とモンゴルの環境が違うため、多少分か

りにくい点があった。また導入についても将来的には可能かも知れないが、現状では適用

しにくい点もあった。 
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訪問機関 企業訪問 Deren Auto Service 

（この会社は、フロントガラス交換を主たる業務としている。） 

日時 ６月２０日（火）１１：３０～１２：３０ 

出席者 Mr. Munkhchuluun:（元受講生） 

 

• 建築資材倉庫：現在暫定的な資材倉庫であり、手狭ということであったが、資材は種類ご

とに整理して置かれ、取り出しやすい状態となっている。 

• また資材はコード化され、コンピュータのデータベースで在庫管理を行っていた。 

• 今までは、必要な人が倉庫に入って必要なものを取る仕組みになっていたが、資材がなく

なるというリスクがあった。倉庫の担当者を決め、資材の取り出しや在庫管理を一括して

行うようにしている。これによって資材がなくなることがなくなった。 

• フロントガラスの倉庫も整理・整頓され、よく出る商品の設置場所を入り口に近い場所に

してある。決して余裕のあるスペースではなかったが、棚からガラスを取り出すスペース

を確保したり、製品に合った棚を作ったりと、スペースを有効活用する工夫がみられた。

• 同期生の連携も強く、金曜日に飲みに行ったりしている。ビジネスでも有効である。例え

ば建材機材の調達をする場合、今までならば Yellow Pageを繰って業者を探していたが、

コース受講後は、まず同期生に電話して適切な業者を紹介してもらえるようになり、効率

的かつ効果的な調達ができるようになった。人材ネットワークを広げる機会を提供したと

いう点でも、ビジネスコースが果たした役割は大きい。 

 

＊６月１日が車検の期限であったため、それまではフロントガラス交換の注文が多く忙しかったとの

ことだったが、現在は注文が少ない時期であるため、新社屋の内装工事や引っ越し準備などを行って

いた。 
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訪問機関 Mon-Horus International 

日時 ６月２０日（火）１４：００～１５：００ 

出席者 Ms Saranchimeg チーフマネージャー（元受講生） 

（三宅、通訳） 

 

• 研修コースは大変役に立った。政府間援助が我々のような末端にも提供されている点で、

高く評価している。 

• コースで学習した内容を取締役会で報告し、今後の改善計画を立てた。この計画は、今年

（2006年）中にはすべて実行するつもりである。改善計画の主な項目としては、①組織変

更：マーケティングマネージャー、教育／労務管理マネージャーの設置、②会社の目的を

決め、店舗のどこかに提示する、③従業員に対する業績評価を取り入れ、報酬制度に反映

させる、④５Ｓ活動、が挙げられる。 

• 当社ではまずこの店舗から「カイゼン活動」を始め、状況をみつつ本体業務に反映させて

いきたいと思っている。 

• 勤務計画と業績評価制度の導入：すべての従業員に、職種の業務範囲、会社が求める勤務

態度、接客マナー、在庫管理などを提示（A4５枚程度に簡潔にまとめてある）し、それが

報酬に連結していることを説明し、同意が得られた人と雇用契約を結んでいる。従業員個

人の業務実績は、月ごとに店長がチェック項目に沿って点数をつけ、本社に提出する。し

かしこの制度を導入したばかりなので、本社でも状況をみながら、制度の見直しを同時に

行っている状態である。 

• ビジネスマナーの徹底は、特に重要な点として、従業員に指導している。 

• 店舗管理については、加藤先生にも来ていただき、商品の並べ方に工夫をしている。細か

い商品はよく間違えるので、見て分かるサンプルを準備している。現在取扱商品数は 3,000

点ほどある。すべての商品はコード化し、データベースで管理している。これまでは商品

が品切れになることがあったが、今後は解消されていくと思う。 

• 商品管理は、担当者を決め、その人が在庫を把握するシステムとなっている。毎日 16:00

で１日の販売売上を締めて、販売個数・在庫個数を本社に報告している。このシステムを

導入したことによって、これまで土日を休みにして行っていた「棚卸し」をする必要がな

くなり、日常の営業時間帯に在庫確認ができるようになった。これによって営業時間が増

加し、売上が伸びた。 

• 新入社員の教育はじめ人材育成を重要と考え、力を入れているが、なかなか従業員が定着

してくれない。 

• 今後の予定としては、 

 在庫管理の改善：市場で評判の悪い在庫をもたないようにする、市場のニーズの

高い商品を増やすなど。 

 原価管理：今までもやってきているが、更に調達先の調査を厳格に行い、品質が

良いもの、技術力が勝るものを買い付けたい。 

 電気系統の研修について、従業員の知識向上に努めたい。 
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 マーケティング：これまでさまざまな宣伝活動を行ってきたが、それによってど

のような効果が現れたのか、効率的であったかなどについては、評価してきてい

ない。今後はこの点について評価制度を導入していきたい。また、市場価格調査

を定期的に実施する。安売カードの配布などを考えている。これらの業務を担当

するマーケティングマネージャーを新たに雇用する予定である。 

 財務管理：棚卸しを定期的に行い、ロスをなくす。 

• 小林先生の講義はとても良かった。小林先生は、人に物を教えるのがとても上手である。

個人がもっている力を高めるためにどうするべきかを、授業を通じて私たちに理解させた。

• 受講生同士の人材ネットワークが広がったのも成果といえる。私たちは、「カイゼン協会」

に入りたいと思っている。「カイゼン協会」からは、内規を変えたら入会できるようになる

ので、準備ができたら声をかけるといわれている。 

 

チーフマネージャーは４期生で、先日ビジネスコースを終了したばかりである。Mon-Horus 

International というのは、彼女の夫が経営している会社で、外国製の大型発電機の代理店業務を行い、

モンゴル電力公社や鉄道会社などを顧客としている。この会社は、ほかに変電機や電気工事（外装）事

業を行っており、事業ごとに４つの会社を経営している。今回訪問した Amper Houseは、この子会社

の１つであり、主に電気機器や周辺部品を販売する店舗を経営している。 

店舗を訪問して、まず驚いたのは、商品が非常に見やすく陳列されていたこと、外国人を含む、多く

の客がひっきりなしに訪れていたことである。なお、店舗管理については、ビジネスコースの講師であ

る加藤先生が訪問指導している。 
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訪問機関 企業訪問 Uguuj-Sweet and Biscuits：パン、菓子製造 

日時 ６月２２日（木）１４：００～１５：３０ 

出席者 Mr. S. Tumengerel : CEO 

Mr. D. Enkhabayar : Executive Director 

（立原、三宅、通訳） 

 【全般】 

• 私（CEO）は 2002年に JICA研修で日本を訪問、Enkhabayar氏は 2003年のビジネスコ

ースを受講後、日本に研修に行った。JMCのビジネスコースには、経営者と現場管理者の

両方を受講させるべきだ。そのどちらか一方だけでは、十分活用させていくことはできな

いと思う。実際 Mr. Enkhabayarが、同様の研修を受けてから、社内の改善活動が一気に進

展した。 

• 商工会議所や MONEFの提供する研修やセミナーは、理論中心であり、全く実践的ではな

い。センターでは、実践的で毎日の仕事で直面している問題を取り上げてくれ、非常に役

立っている。 

 

 【日本的経営の活用】 

• 私（CEO）は、日本に行って以下のような細かい改善点に気がついた。 

 消火器の設置方法だが、これまでは防犯のため鍵のかかるロッカーに入れていた

が、今はすぐ手に取れるところに置いてある。 

 従業員が工場内に入り、着替え・手洗いなどをして、担当セクションに入るまで

を一方通行にし、同じドアを通らないようにしている。これは、清潔を確保する

ための工夫である。 

 作業台やオーブン板を置く棚は、従業員（ほとんど女性）が、作業しやすく、疲

れにくい高さに調整した。移動棚には滑車をつけ、移動しやすいようにした。ま

た必要なものがいつでも取りやすいように、近くに置くように工夫した。 

• わが社では、従業員の意識改革に取り組んでいるが、金（報酬）ではなく、おのおのが納

得して自己の意識改革ができるように努力している。 

• 品質管理は、工場の生産管理者が毎日行っている。チェック項目として、生産実績・工程

ロス・クレーム件数・新製品開発などである。会社は各セクターで毎月実績をまとめ、優

秀な部署と優秀な従業員に対し、表彰し賞金を出している（部署に対しては、50 万 Tg、

個人に対しては 5万 Tg）。 

  

【効果・インパクト】 

• 生産量は、1997年 10t/dayだったのが、2003~2005年は 18t/day、今年（2006年）は 30t/day

となり、去年（2005年）と比べても倍近く増加している。 

• 作業工程の改善、財務会計の改良などにより、投資に回せる資金が捻出できるようになり、

去年（2005年）新しくヨーロッパの製菓機械を購入した［約 6万米ドルの機械が２台、約

20万米ドルのラインが１台（数字は少々？？）］。 
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 【ビジネスコースに対する提案等】 

• ビジネスコースはとても内容が良く、大学を出るよりも効果的である。日本からの支援を

５年間で終了するのは短すぎる。もっと支援を続けてほしい。 

• ビジネスコースの内容をテレビで放映するといいと思う。 

• ビジネスコースを受講し、業務に生かしていくなかで、更に勉強したい事項や確認したい

事項が出てきた。今後 JMCのビジネスコースで、元受講生を対象に、より高度な研修を提

供してくれることを期待する。 
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訪問機関 受講者インタビュー「中小企業診断・指導」２期生 

日時 ６月２２日（木）１４：００～１５：３０ 

出席者 Ms Davaajav Altantsetseg :Executive Director, Everyday, Bridge Group 

Mr. D. Enkhabayar : Executive Director, Uguuj-Sweet and Biscuits 

（三宅、通訳） 

 

A. Ms Davaajav Altantsetseg : Executive Director, Everyday, Bridge Group へのインタビュー 

• Bridgeは、日本に留学していた人々が集まってつくった会社であり、日本的経営については

大まかには理解していた。このような土壌があったため、ビジネスコースで学習した内容を

業務に活用できる素地があったといえる。モンゴル日本センターのビジネスコースには、

Bridge Groupから各期３～４名が受講している。 

• Bridge本体は、現在 10社の子会社をもっている。Everydayは子会社のひとつで、５件のス

ーパーマーケットの経営を行っているほか、170～180店舗に輸入品の卸売りを行っている。

• 現在ある５件のスーパーマーケットは、小さな売店だったところを合併・発展させたもので

ある。小林先生、吉村先生やカイゼン協会の仲間のアドバイスによって、店舗間のネットワ

ークを生かし効率的に販売活動ができるようになった。例えば、Bridgeのもっているカフェ

で作ったケーキを、Everydayのスーパーマーケットで販売展開するなどである。 

• また在庫管理についても改善活動を行った。以前は倉庫から出した段階で販売したことにし

ていたため、店舗で在庫となっていても確認できなかった。‘Just in Time’の考え方を知り、

業務に導入したところ不良在庫が減少した。 

• 店舗管理の授業を受け、自社の店舗の状況把握の必要性を感じ、監査したところ、顧客サー

ビスに対する従業員の意識が低いということが分かった。そこで、職務別に就業規定を新た

に設けた。新しい規定には、3S(Smile、Speed、Sincerely)の概念が生かされている。 

• 就業規定の見直しとともに、給与システムも改訂した。まず職種ごとに５つの階層（①専門

職：運転手、掃除等、②レジ係・店員、③中級マネージャー、④上級マネージャー、⑤経営

者）を設け、さらに各階層を７つの固定給レベルに分け、担当業務の内容・経験・周囲から

の評判などを加味して月給の額を決定している。また業績の良かった人には、特別ボーナス

を支給している。 

• 店舗には「意見箱」を設置し、お客様からの意見を聞くようにしている。もしシリアスなク

レームが来た場合は、マネージャー及び担当者（店員）に対し、減給処分も含め対応してい

る。 

• 会社を発展させていくなかで、重要なのは人材である。会社はできるだけ人材の育成に力を

注いでいく必要がある。 

• 本邦研修に関して、研修先は同分野であるべきと思う。 

• 今後もモンゴル日本センターの研修は、日本人講師によって実施されるべきである。また既

に受講した人々に対し、更に高いレベルの研修を提供してほしい。 
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B. Mr. D. Enkhabayar : Executive Director, Uguuj-Sweet and Biscuits へのインタビュー 

• 2002 年に社長が JICA の研修で日本に行き、日本的経営や工場視察などをしてきた。社長は

大変刺激を受け、従業員である我々に研修で学んだことを話してくれた。自分は、2003年に

ビジネスコースを受講し、社長が言っていることがよく理解できた。それからは、ますます

会社全体に日本的経営を取り入れることになった。 

• ビジネスコース及び日本での研修で学習した内容で最も良かったことは、「意識改革」の必要

性を認識することができたことだ。今では職員一人ひとりの自己能力を向上させるよう、生

産工程ごとの目標と生産管理基準を決め、毎日工場の技術主任が評価を行っている。この評

価結果は工程間の競争になっており、毎月最も業績の良かった部署と個人に賞金を出してい

る。 

• 当社ではこのような競争ばかりではなく、年に一度社員旅行（ピクニック）に行き、職位の

上下なく交流を深めたり、月に一度全従業員と面談し職場の問題点や新製品のアイデアなど、

可能な限りコミュニケーションを取るように心掛けている。これは、社内の雰囲気を良くし、

働きやすい環境づくりをするためである。 

• 従業員には、働かされているのではなく、「自分のために働いている」という意識をもっても

らいたいと思っている。 

• 在庫管理については、小林先生、本田先生から指導を受けた。当社では小麦・砂糖等の調達

と在庫管理が重要である。旧正月には物の値段が上がるので、正月前に３カ月分材料の買い

付けを行うようにしている。先生方からは、在庫となる時間をなるべく短くして資金を回転

させていくように指導されているが、インフレ率が高いので、ある程度仕方がないと思って

いる。 

• マーケティングについては、当社オリジナルの包装紙やパッケージをつくったり、当社のマ

ーク／エンブレムをつくったりしている。また６月１日の子どもの日には、毎年「お菓子祭

り」をし、子どもたち向けのイベントを行っている。 
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訪問機関 企業訪問 Altai Saikhan 

日時 ６月２２日（木）１６：００～１７：３０ 

出席者 Mr. Enkh-Amgalanbaatar社長 

（立原、三宅、通訳） 

下記店舗に対して、過去にビジネスコースの小林講師、加藤講師が訪問し指導を行っている。社長より

両講師の助言に従い、以下の点を改善したとの説明があった。 

 

１．雑貨店（３階建て。紳士・婦人服、靴、輸入雑貨販売、レストラン等） 

 【１Ｆ、２Ｆ】 

 階段周りの工事をし、客足を階上（２階から３階。３階に雑貨・レストラン／カフェ

がある）に伸ばすように工夫した。 

 商品の種類ごとにセクションを分け、客に見やすいようにした。 

 店舗の窓は、以前濃い色のスモークを張っていたが、ところどころ破れていたりして

見栄えがよくなかった。先生からの助言を受け、UV カットの透明なものに張り替え

たところ、店内も明るくなり、商品の色褪せが少なくなった。 

 【３Ｆ】 

 商品棚の間の距離を離し、売り場をすっきりさせ、客が見やすいように工夫した。 

 商品ごとに在庫を管理し、売り上げ状態をモニタリングするようにした。今後モニタ

リング結果を分析して、輸入品目と数量を調整したい。 

 レストラン／カフェは、商品見本（写真）ボードにおのおのの値段を書き込んだ。 

 マガジンラックを設置し、お客さんがくつろげるように工夫した。 

 レストラン／カフェでつくったホットドッグなどは、当社がもっているコンビニエン

ス・ストアでも販売している。 

 静岡から日本茶を直輸入している。パッケージも日本語とともにモンゴル語で表記さ

れている。 

 日本茶の売り場は、「峠の茶屋」風にアレンジされ、さまざまなお茶の葉（ウーロン

茶、紅茶、ジャスミン茶など）と日本茶を比較し、日本茶の説明を行っている。 

 

２．コンビニエンス・ストア：輸入食品・雑貨などを中心とするコンビニエンス・ストア。 

ウランバートルでも珍しい品揃えをするコンビニエンス・ストアとして有名。 

 店舗は間口が狭く・奥行きが長い。先生方より、店舗の中心部分と棚の目の高さにあ

たる部分が一番売り上げ上がると指導を受けたので、そのように工夫をしている。 

 コンビニエンス・ストアの店長に「起業家育成セミナー」を受講させた。 

 今後店舗の入り口を少し前に出し、店舗を広げるようにする予定（周囲の店舗は、既

存の建物を歩道まで拡張している）。 

 店舗内が暗いと思っている。更にお客さんが入りやすいように照明に工夫をしたいと

思っている。  
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